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(57)【要約】
【課題】基地局において、携帯端末における現在の受信
品質を精度良く認識すること等を可能とすることによっ
て、伝送効率を向上させる。
【解決手段】携帯端末３０１は、基地局３０２から受信
した受信信号に基づいて、チャンネルの品質を示すチャ
ンネル品質情報を導出するとともに、基地局３０２から
受信した受信信号に基づいて、基地局３０２の送信電力
を制御する電力制御情報を導出する。チャンネル品質情
報は、フレーム単位で、電力制御情報は、フレームを構
成するスロット単位で、それぞれ基地局３０２に送信さ
れる。基地局３０２は、基地局制御局３０３の制御の下
、第１の周期を指定する周期指定情報を携帯端末３０１
に送信し、携帯端末３０１は、周期指定情報に応じて、
第１の周期を更新する。
【選択図】図３５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信相手の現在の受信品質を求める情報処理装置から受信した受信信号に基づいて、所
定のチャンネルの品質を示すチャンネル品質情報を生成するチャンネル品質情報生成手段
と、
　前記情報処理装置から受信した受信信号に基づいて、前記情報処理装置の送信電力を制
御する送信電力制御情報を生成する送信電力制御情報生成手段と、
　前記チャンネル品質情報が、所定のフレームを単位とした第１の周期で送信されるよう
に、前記チャンネル品質情報を、前記情報処理装置への送信信号に挿入するチャンネル品
質情報挿入手段と、
　前記送信電力制御情報が、前記第１の周期よりも短い第２の周期で送信されるように、
前記送信電力制御情報を、前記送信信号に挿入する送信電力制御情報挿入手段と、
　前記チャンネル品質情報および前記送信電力制御情報が挿入された前記送信信号がスペ
クトル拡散されたスペクトル拡散信号を増幅して、アンテナから電波として送信する送信
手段と、
　前記情報処理装置から、前記第１の周期を指定する周期指定情報を受信する周期指定情
報受信手段と、
　前記周期指定情報受信手段が受信した前記周期指定情報に応じて、前記第１の周期を更
新する送信周期更新手段と
　を備える通信装置。
【請求項２】
　前記送信周期更新手段は、ソフトハンドオフ状態である場合に、前記第１の周期を更新
する
　請求項１に記載の通信装置。
【請求項３】
　前記チャンネル品質情報によって品質が示される第１のチャンネルと、前記送信電力制
御情報によって送信電力が制御される第２のチャンネルとは、異なるチャンネルである
　請求項１に記載の通信装置。
【請求項４】
　前記第１のチャンネルは、DSCH（Down Link Shared Channel）である
　請求項３に記載の通信装置。
【請求項５】
　前記第２のチャンネルは、DPCH(Dedicated Physical Channel)である
　請求項３に記載の通信装置。
【請求項６】
　前記情報処理装置との間で行われる通信は、CDMA方式による通信である
　請求項１に記載の通信装置。
【請求項７】
　通信相手の現在の受信品質を求める情報処理装置から受信した受信信号に基づいて、所
定のチャンネルの品質を示すチャンネル品質情報を生成するチャンネル品質情報生成ステ
ップと、
　前記情報処理装置から受信した受信信号に基づいて、前記情報処理装置の送信電力を制
御する送信電力制御情報を生成する送信電力制御情報生成ステップと、
　前記チャンネル品質情報が、所定のフレームを単位とした第１の周期で送信されるよう
に、前記チャンネル品質情報を、前記情報処理装置への送信信号に挿入するチャンネル品
質情報挿入ステップと、
　前記送信電力制御情報が、前記第１の周期よりも短い第２の周期で送信されるように、
前記送信電力制御情報を、前記送信信号に挿入する送信電力制御情報挿入ステップと、
　前記チャンネル品質情報および前記送信電力制御情報が挿入された前記送信信号がスペ
クトル拡散されたスペクトル拡散信号を増幅して、アンテナから電波として送信する送信
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ステップと、
　前記情報処理装置から、前記第１の周期を指定する周期指定情報を受信する周期指定情
報受信ステップと、
　前記周期指定情報受信ステップの処理により受信された前記周期指定情報に応じて、前
記第１の周期を更新する送信周期更新ステップと
　を含む通信方法。
【請求項８】
　前記通信装置から送信されてくる電波をアンテナが受信することで得られる受信信号で
あって、前記通信装置において生成された所定のチャンネルの品質を示すチャンネル品質
情報が、所定のフレームを単位とした第１の周期で送信されてくるように挿入されるとと
もに、送信電力を制御する送信電力制御情報が、前記第１の周期よりも短い第２の周期で
送信されてくるように挿入された受信信号としてのスペクトル拡散信号を増幅し、スペク
トル逆拡散する受信手段と、
　前記受信信号から、前記チャンネル品質情報を抽出するチャンネル品質情報抽出手段と
、
　前記受信信号から、前記送信電力制御情報を抽出する送信電力制御情報抽出手段と、
　前記チャンネル品質情報と送信電力制御情報の両方に基づいて、前記通信装置における
現在の受信品質を推定する受信品質推定手段と、
　前記通信装置に対して、前記第１の周期を指定する周期指定情報を送信する周期指定情
報送信手段と
　を備え、
　前記周期指定情報送信手段は、前記通信装置がソフトハンドオフ状態である場合に、前
記通信装置に対して、前記周期指定情報を送信する
　情報処理装置。
【請求項９】
　前記チャンネル品質情報によって品質が示される第１のチャンネルと、前記送信電力制
御情報によって送信電力が制御される第２のチャンネルとは、異なるチャンネルである
　請求項８に記載の情報処理装置。
【請求項１０】
　前記第１のチャンネルは、DSCH（Down Link Shared Channel）である
　請求項９に記載の情報処理装置。
【請求項１１】
　前記第２のチャンネルは、DPCH(Dedicated Physical Channel)である
　請求項９に記載の情報処理装置。
【請求項１２】
　前記通信装置との間で行われる通信は、CDMA方式による通信である
　請求項８に記載の情報処理装置。
【請求項１３】
　前記通信装置から送信されてくる電波をアンテナが受信することで得られる受信信号で
あって、前記通信装置において生成された所定のチャンネルの品質を示すチャンネル品質
情報が、所定のフレームを単位とした第１の周期で送信されてくるように挿入されるとと
もに、送信電力を制御する送信電力制御情報が、前記第１の周期よりも短い第２の周期で
送信されてくるように挿入された受信信号としてのスペクトル拡散信号を増幅し、スペク
トル逆拡散する受信ステップと、
　前記受信信号から、前記チャンネル品質情報を抽出するチャンネル品質情報抽出ステッ
プと、
　前記受信信号から、前記送信電力制御情報を抽出する送信電力制御情報抽出ステップと
、
　前記チャンネル品質情報と送信電力制御情報の両方に基づいて、前記通信装置における
現在の受信品質を推定する受信品質推定ステップと、
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　前記通信装置に対して、前記第１の周期を指定する周期指定情報を送信する周期指定情
報送信ステップと
　を含み、
　前記周期指定情報送信ステップは、前記通信装置がソフトハンドオフ状態である場合に
、前記通信装置に対して、前記周期指定情報を送信する
　情報処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、通信装置および方法、並びに情報処理装置および方法に関し、特に、例えば
、携帯電話システムにおいて、基地局で、携帯電話機における現在の受信品質を精度良く
認識し、効率的な通信を行うことができるようにする通信装置および方法、並びに情報処
理装置および方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年においては、適応変調符号化通信方式（以下、適宜、AMCS(Adaptive Modulation a
nd Coding)通信方式ともいう）が注目されている。適応変調符号化通信方式は、実データ
（ユーザデータ）と、その実データに対する誤り訂正符号との割合を表す符号化率、およ
び多値変調度数を、伝送路の品質に応じて変化させるもので、伝送路の品質が良い場合に
は、雑音耐久特性を犠牲にして、データの高速通信を可能とする。一方、伝送路の品質が
悪い場合には、データレートを犠牲にして、雑音耐久特性を向上させる。
【０００３】
　AMCS通信方式は、例えば、ＧＳＭ(Global System for Mobile Communications)で用い
られているＥＧＰＲＳ(Enhanced General Packet Radio Service)や、クアルコム(QUALCO
MM)社が開発したＨＤＲ(High Data Rate)等の無線通信システムに導入されている。さら
に、今後普及することが予測されるW-CDMA(Wide Band Code Division Multiple Access)
方式においても、AMCS通信方式の導入が予定されている。
【０００４】
　ところで、AMCS通信方式は、例えば、移動局としての携帯端末と、固定局としての基地
局との間の通信に適用することができるが、AMCS通信方式では、携帯端末が、その受信品
質を表す受信品質メッセージを、基地局に送信し、基地局が、携帯端末１から送信されて
くる受信品質メッセージに基づいて、変調符号化モードを決定する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、携帯端末が、自身における受信品質を求めてから、基地局が、その受信
品質を認識するまでには、基地局において、その受信品質を表す受信品質メッセージを受
信し、さらに、復調、復号しなければならず、大きな遅延が存在する。
【０００６】
　従って、基地局において、受信品質メッセージが表す受信品質を認識したときには、既
に、携帯端末における現在の受信品質が変化し、その結果、最適な変調符号化モードを選
択することができず、伝送効率が劣化する課題があった。
【０００７】
　この問題は、特に、携帯端末のユーザが、電車等で高速に移動している場合など、伝送
路の特性が急速に変化する場合に、顕著に現れる。
【０００８】
　一方、伝送効率向上の観点からは、携帯端末による受信品質メッセージの送信周期を長
くするのが望ましいが、この場合、携帯端末における現在の受信品質が、受信品質メッセ
ージが表す受信品質と大きくかけ離れたものとなることがあり、適応変調符号化による伝
送効率の向上が妨げられることになる。
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【０００９】
　本発明は、このような状況に鑑みてなされたものであり、例えば、基地局において、携
帯端末における現在の受信品質を精度良く認識すること等を可能とすることによって、伝
送効率を向上させること（伝送効率の劣化を防止すること）ができるようにするものであ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の第１の側面の通信装置は、通信相手の現在の受信品質を求める情報処理装置か
ら受信した受信信号に基づいて、所定のチャンネルの品質を示すチャンネル品質情報を生
成するチャンネル品質情報生成手段と、前記情報処理装置から受信した受信信号に基づい
て、前記情報処理装置の送信電力を制御する送信電力制御情報を生成する送信電力制御情
報生成手段と、前記チャンネル品質情報が、所定のフレームを単位とした第１の周期で送
信されるように、前記チャンネル品質情報を、前記情報処理装置への送信信号に挿入する
チャンネル品質情報挿入手段と、前記送信電力制御情報が、前記第１の周期よりも短い第
２の周期で送信されるように、前記送信電力制御情報を、前記送信信号に挿入する送信電
力制御情報挿入手段と、前記チャンネル品質情報および前記送信電力制御情報が挿入され
た前記送信信号がスペクトル拡散されたスペクトル拡散信号を増幅して、アンテナから電
波として送信する送信手段と、前記情報処理装置から、前記第１の周期を指定する周期指
定情報を受信する周期指定情報受信手段と、前記周期指定情報受信手段が受信した前記周
期指定情報に応じて、前記第１の周期を更新する送信周期更新手段とを備える。
【００１１】
　前記送信周期更新手段には、ソフトハンドオフ状態である場合に、前記第１の周期を更
新させることができる。
【００１２】
　前記チャンネル品質情報によって品質が示めされる第１のチャンネルと、前記送信電力
制御情報によって送信電力が制御される第２のチャンネルとは、異なるチャンネルとする
ことができる。
【００１３】
　前記第１のチャンネルは、DSCH（Down Link Shared Channel）とすることができる。
【００１４】
　前記第２のチャンネルは、DPCH(Dedicated Physical Channel)とすることができる。
【００１５】
　前記情報処理装置との間で行われる通信は、CDMA方式による通信とすることができる。
【００１６】
　本発明の第１の側面の通信方法は、通信相手の現在の受信品質を求める情報処理装置か
ら受信した受信信号に基づいて、所定のチャンネルの品質を示すチャンネル品質情報を生
成するチャンネル品質情報生成ステップと、前記情報処理装置から受信した受信信号に基
づいて、前記情報処理装置の送信電力を制御する送信電力制御情報を生成する送信電力制
御情報生成ステップと、前記チャンネル品質情報が、所定のフレームを単位とした第１の
周期で送信されるように、前記チャンネル品質情報を、前記情報処理装置への送信信号に
挿入するチャンネル品質情報挿入ステップと、前記送信電力制御情報が、前記第１の周期
よりも短い第２の周期で送信されるように、前記送信電力制御情報を、前記送信信号に挿
入する送信電力制御情報挿入ステップと、前記チャンネル品質情報および前記送信電力制
御情報が挿入された前記送信信号がスペクトル拡散されたスペクトル拡散信号を増幅して
、アンテナから電波として送信する送信ステップと、前記情報処理装置から、前記第１の
周期を指定する周期指定情報を受信する周期指定情報受信ステップと、前記周期指定情報
受信ステップの処理により受信された前記周期指定情報に応じて、前記第１の周期を更新
する送信周期更新ステップとを含む。
【００１７】
　本発明の第２の側面の情報処理装置は、前記通信装置から送信されてくる電波をアンテ
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ナが受信することで得られる受信信号であって、前記通信装置において生成された所定の
チャンネルの品質を示すチャンネル品質情報が、所定のフレームを単位とした第１の周期
で送信されてくるように挿入されるとともに、送信電力を制御する送信電力制御情報が、
前記第１の周期よりも短い第２の周期で送信されてくるように挿入された受信信号として
のスペクトル拡散信号を増幅し、スペクトル逆拡散する受信手段と、前記受信信号から、
前記チャンネル品質情報を抽出するチャンネル品質情報抽出手段と、前記受信信号から、
前記送信電力制御情報を抽出する送信電力制御情報抽出手段と、前記チャンネル品質情報
と送信電力制御情報の両方に基づいて、前記通信装置における現在の受信品質を推定する
受信品質推定手段と、前記通信装置に対して、前記第１の周期を指定する周期指定情報を
送信する周期指定情報送信手段とを備え、前記周期指定情報送信手段は、前記通信装置が
ソフトハンドオフ状態である場合に、前記通信装置に対して、前記周期指定情報を送信す
る。
【００１８】
　前記チャンネル品質情報によって品質が示される第１のチャンネルと、前記送信電力制
御情報によって送信電力が制御される第２のチャンネルとは、異なるチャンネルとするこ
とができる。
【００１９】
　前記第１のチャンネルは、DSCH（Down Link Shared Channel）とすることができる。
【００２０】
　前記第２のチャンネルは、DPCH(Dedicated Physical Channel)とすることができる。
【００２１】
　前記通信装置との間で行われる通信は、CDMA方式による通信とすることができる。
【００２２】
　本発明の第２の側面の情報処理方法は、前記通信装置から送信されてくる電波をアンテ
ナが受信することで得られる受信信号であって、前記通信装置において生成された所定の
チャンネルの品質を示すチャンネル品質情報が、所定のフレームを単位とした第１の周期
で送信されてくるように挿入されるとともに、送信電力を制御する送信電力制御情報が、
前記第１の周期よりも短い第２の周期で送信されてくるように挿入された受信信号として
のスペクトル拡散信号を増幅し、スペクトル逆拡散する受信ステップと、前記受信信号か
ら、前記チャンネル品質情報を抽出するチャンネル品質情報抽出ステップと、前記受信信
号から、前記送信電力制御情報を抽出する送信電力制御情報抽出ステップと、前記チャン
ネル品質情報と送信電力制御情報の両方に基づいて、前記通信装置における現在の受信品
質を推定する受信品質推定ステップと、前記通信装置に対して、前記第１の周期を指定す
る周期指定情報を送信する周期指定情報送信ステップとを含み、前記周期指定情報送信ス
テップは、前記通信装置がソフトハンドオフ状態である場合に、前記通信装置に対して、
前記周期指定情報を送信する。
【００２３】
　本発明の第１の側面においては、通信相手の現在の受信品質を求める情報処理装置から
受信した受信信号に基づいて、所定のチャンネルの品質を示すチャンネル品質情報が生成
され、情報処理装置から受信した受信信号に基づいて、情報処理装置の送信電力を制御す
る送信電力制御情報が生成され、チャンネル品質情報が、所定のフレームを単位とした第
１の周期で送信されるように、チャンネル品質情報が、情報処理装置への送信信号に挿入
され、送信電力制御情報が、第１の周期よりも短い第２の周期で送信されるように、送信
電力制御情報が、送信信号に挿入され、チャンネル品質情報および送信電力制御情報が挿
入された送信信号がスペクトル拡散されたスペクトル拡散信号が増幅されて、アンテナか
ら電波として送信され、情報処理装置から、第１の周期を指定する周期指定情報が受信さ
れ、受信された周期指定情報に応じて、第１の周期が更新される。
【００２４】
　本発明の第２の側面においては、通信装置から送信されてくる電波をアンテナが受信す
ることで得られる受信信号であって、通信装置において生成された所定のチャンネルの品
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質を示すチャンネル品質情報が、所定のフレームを単位とした第１の周期で送信されてく
るように挿入されるとともに、送信電力を制御する送信電力制御情報が、第１の周期より
も短い第２の周期で送信されてくるように挿入された受信信号としてのスペクトル拡散信
号が増幅され、スペクトル逆拡散され、受信信号から、チャンネル品質情報が抽出され、
受信信号から、送信電力制御情報が抽出され、チャンネル品質情報と送信電力制御情報の
両方に基づいて、通信装置における現在の受信品質が推定され、通信装置に対して、第１
の周期を指定する周期指定情報が送信され、通信装置がソフトハンドオフ状態である場合
に、通信装置に対して、周期指定情報が送信される。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明の第１および第２の側面によれば、例えば、基地局において、携帯端末における
現在の受信品質を精度良く認識すること等を可能とすることによって、伝送効率を向上さ
せることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明が適用される通信システムの構成例を示す図である。
【図２】携帯端末１と基地局２との間でやりとりされるデータを示す図である。
【図３】基地局２の構成例を示すブロック図である。
【図４】ＱＰＳＫと１６ＱＡＭを説明する図である。
【図５】符号化変調モードを示す図である。
【図６】適応変調符号化部１４の構成例を示すブロック図である。
【図７】通信資源が割り当てられている様子を示す図である。
【図８】携帯端末１の構成例を示すブロック図である。
【図９】本発明を適用した通信システムの一実施の形態の構成例を示す図である。
【図１０】上り回線と下り回線のデータフォーマットを示す図である。
【図１１】携帯端末６１の構成例を示すブロック図である。
【図１２】DSCHチャンネルの受信品質推定処理を説明するフローチャートである。
【図１３】DPCHチャンネルの電力制御情報生成処理を説明するフローチャートである。
【図１４】基地局６２の構成例を示すブロック図である。
【図１５】受信品質判定部８５の処理を説明する図である。
【図１６】受信品質判定処理を説明するフローチャートである。
【図１７】積算部８４において電力制御情報を積算する期間を説明する図である。
【図１８】受信品質判定部８５の処理を説明する図である。
【図１９】シミュレーション結果を示す図である。
【図２０】制御部８６の構成例を示すブロック図である。
【図２１】リソース割り当て処理を説明するフローチャートである。
【図２２】携帯端末から基地局に対して、モード要求メッセージが送信される通信システ
ムの構成例を示す図である。
【図２３】携帯端末１０１と基地局１０２との間でやりとりされるデータを説明する図で
ある。
【図２４】基地局１０２の構成例を示すブロック図である。
【図２５】携帯端末１０１の構成例を示すブロック図である。
【図２６】変調符号化モードごとの受信品質と誤り率(FER)との関係を示す図である。
【図２７】本発明を適用した通信システムの他の実施の形態の構成例を示す図である。
【図２８】基地局１３１の構成例を示すブロック図である。
【図２９】モード設定部１４１の処理を説明する図である。
【図３０】モード設定部１４１によるモード設定処理を説明するフローチャートである。
【図３１】積算部８４において電力制御情報を積算する期間を説明する図である。
【図３２】ソフトハンドオフを説明するための図である。
【図３３】ソフトハンドオフを説明するための図である。
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【図３４】ソフトハンドオフを説明するための図である。
【図３５】ソフトハンドオフ状態となった場合の受信品質メッセージの報告頻度の設定を
説明するための図である。
【図３６】ソフトハンドオフを説明するための図である。
【図３７】ソフトハンドオフを説明するための図である。
【図３８】ソフトハンドオフ状態でなくなった場合の受信品質メッセージの報告頻度の設
定を説明するための図である。
【図３９】基地局制御局３０３の構成例を示すブロック図である。
【図４０】基地局３０２から基地局制御局３０３への干渉量の送信の様子を示す図である
。
【図４１】報告頻度制御処理を説明するフローチャートである。
【図４２】基地局１３１の他の構成例を示すブロック図である。
【図４３】閾値制御部１５１による閾値制御処理を説明するフローチャートである。
【図４４】閾値制御部１５１による閾値制御処理を説明するフローチャートである。
【図４５】本発明を適用したコンピュータの一実施の形態の構成例を示すブロック図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　図１は、本発明が適用されるAMCS通信方式を採用した通信システム（システムとは、複
数の装置が論理的に集合した物をいい、各構成の装置が同一筐体中にあるか否かは問わな
い）の構成例を示している。
【００２８】
　携帯端末１1乃至１3は、例えば、携帯電話機その他のＰＤＡ(Personal Digital Assist
ance)で構成され、基地局２との間で、AMCS通信方式による無線通信を行う。
【００２９】
　ここで、以下、携帯端末１1乃至１3を、特に区別する必要がない限り、携帯端末１と記
述する。
【００３０】
　基地局２は、自身がカバーしている範囲（サービスエリア）としてのセル内にある携帯
端末１との間での、AMCS通信方式による無線通信の制御を行い、即ち、携帯端末１に対し
て、通信を行うための伝送帯域その他の通信資源（リリース）を割り当て、これにより、
例えば、他の基地局（図示せず）から送信されてくる他の携帯端末（図示せず）からのデ
ータや、インターネットのＷＷＷ(World Wide Web)サーバからのＷｅｂページのデータ、
メールサーバからのメール等を受信して、携帯端末１に送信する。あるいは、また、基地
局２は、例えば、携帯端末１から送信されてくるデータを受信して、他の基地局や、イン
ターネット等の所定のネットワークに送信する。
【００３１】
　携帯端末１と基地局２との間のAMCS通信は、例えば、図２に示すようなやりとりが行わ
れることで実現される。
【００３２】
　即ち、いま、携帯端末１から基地局２へのデータ伝送を、「上り」というとともに、基
地局２から携帯端末１へのデータ伝送を、「下り」というものとする。
【００３３】
　基地局２は、携帯端末１に対して、図２（Ａ）に示すように、例えば、所定のフレーム
単位で、適応変調符号化を行い、下りのあるチャンネル（データチャンネル）によって、
データを送信する。AMCS通信では、フレーム単位で、符号化率や多値変調度数が変化する
ので、基地局２は、携帯端末１に対して、図２（Ｂ）に示すように、固定の符号化率と多
値変調度数によって変調と符号化が行われる他の下りのチャンネル（制御チャンネル）に
よって、データチャンネルにおける直前のフレームの符号化率と多値変調度数を表す送信
パラメータを送信する。携帯端末１は、この送信パラメータを受信することによって、デ
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ータチャンネルにおける次のフレームの符号化率と多値変調度数を認識し、基地局２から
データチャンネルで送信されてくる直後のフレームの復調および復号を行う。
【００３４】
　基地局２は、上述のように、適応変調符号化を行うが、この適応変調符号化は、携帯端
末１における受信品質に基づいて行われる。
【００３５】
　このため、携帯端末１は、基地局２から送信されてくる信号の受信品質を求め、図２（
Ｃ）に示すように、その受信品質を表す受信品質メッセージ（次データフレーム送信パラ
メータ要求メッセージ）を、上りのあるチャンネル（制御チャンネル）によって、基地局
２に送信する。基地局２は、この受信品質メッセージに基づいて、携帯端末１の現在の受
信品質を認識し、その受信品質に対応する符号化率と多値変調度数のモード（以下、適宜
、変調符号化モードという）（送信モード）を決定する。そして、基地局２は、図２（Ｂ
）に示したように、その変調符号化モードを表す送信パラメータを、携帯端末１に送信し
、さらに、直後のフレームを、その変調符号化モードに対応する符号化率と多値変調度数
によって、携帯端末１に送信する。
【００３６】
　図３は、図１の基地局２の構成例を示している。
【００３７】
　分配部１１には、例えば、他の基地局から送信されてくる、他の携帯端末等からのパケ
ットデータが供給される。分配部１１は、パケットデータを、その宛先となる宛先ユーザ
ごとに分配し、バッファ１２nに供給する。即ち、分配部１１は、最初は、パケットデー
タの宛先ユーザに対して、Ｎ個のバッファ１２1乃至１２Nの中で、誰にも割り当てられて
いないものの１つを割り当てる。その後、分配部１１は、各宛先ユーザ宛のパケットデー
タを、その宛先ユーザに割り当てたバッファ１２nに供給する。
【００３８】
　なお、バッファ１２nは、そのバッファ１２nに割り当てられた宛先ユーザとの通信リン
クが切断されると、空きバッファとして解放され、他の宛先ユーザに割り当て可能な状態
とされる。
【００３９】
　バッファ１２nは、いわゆるＦＩＦＯ(First In First Out)構造のバッファで、分配部
１１から供給されるパケットデータを順次記憶する。そして、バッファ１２nに記憶され
たパケットデータは、選択部１３によって順次読み出される。
【００４０】
　即ち、選択部１３は、制御部２２の制御にしたがい、宛先ユーザに割り当てられている
いずれか１つのバッファ１２nを選択し、そのバッファ１２nに記憶されているパケットデ
ータを読み出して、適応変調符号化部１４に供給する。
【００４１】
　適応変調符号化部１４は、制御部２２から供給される変調符号化モードにしたがい、対
応する符号化率の符号化方法によって、選択部１３からのパケットデータを符号化し、さ
らに、その符号化データを、対応する多値変調度数の変調方法によって変調し、その結果
得られる変調信号を、拡散部１５に供給する。
【００４２】
　ここで、多値変調度数の異なる変調方法としては、例えば、図４に示すように、ＱＰＳ
Ｋ(Quadrature Phase Shift Keying)と１６ＱＡＭ(Quadrature Amplitude Modulation)な
どがある。
【００４３】
　ＱＰＳＫの場合、図４（Ａ）に示すように、符号化データの２ビットが、同相成分成分
（Ｉ信号）と直交成分（Ｑ信号）とで規定される平面上の４シンボルのうちの１シンボル
にマッピングされる。また、１６ＱＡＭの場合、符号化データの４ビットが、Ｉ信号とＱ
信号とで規定される平面上の１６シンボルのうちの１シンボルにマッピングされる。
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【００４４】
　従って、シンボルを送信するシンボルレートを一定にすると、単位時間あたりの送信デ
ータ量は、ＱＰＳＫよりも、１６ＱＡＭの方が多くなる。しかしながら、１６ＱＡＭにお
けるシンボルどうしの距離は、ＱＰＳＫにおけるシンボルどうしの距離よりも短く、この
ため、雑音特性は、１６ＱＡＭよりも、ＱＰＳＫの方が良くなる。
【００４５】
　つまり、ＱＰＳＫによれば、送信データ量は少ないが、雑音に対する耐性を強固にする
ことができ、１６ＱＡＭによれば、雑音に対する耐性が弱くなるが、送信データ量を多く
する（データレートを高くする）ことができる。
【００４６】
　一方、符号化率の異なる符号化方法としては、例えば、Ｒ＝１／２と３／４のターボ符
号化等がある。
【００４７】
　ここで、Ｒは、符号化率を表し、Ｒ＝ｘ／ｙとは、ｘビットのデータが、それに、ｙ－
ｘビットの冗長ビットが付加されることにより、ｙビットのデータに符号化されることを
意味する。従って、Ｒ＝１／２の符号化では、１ビットのデータに１ビットの冗長ビット
が付加され、Ｒ＝３／４の符号化では、３ビットのデータに１ビットの冗長ビットが付加
される。
【００４８】
　その結果、Ｒ＝１／２の符号化によれば、Ｒ＝３／４の符号化の場合に比較して、デー
タに対する冗長ビットが多いため、送信データ量（実データの量）は少なくなるが、誤り
訂正能力が高くなる。一方、Ｒ＝３／４の符号化によれば、Ｒ＝１／２の符号化の場合に
比較して、データに対する冗長ビットが少ないため、誤り訂正能力は低くなるが、送信デ
ータ量は多くなる。
【００４９】
　適応変調符号化部１４では、以上の２種類の変調方法と、２種類の符号化方法とを適宜
組み合わせて、例えば、図５に示すような３つの変調符号化モード＃０，＃１，＃２が用
意されている。
【００５０】
　即ち、変調符号化モード＃０では、Ｒ＝１／２の符号化方法で符号化され、ＱＰＳＫで
変調される。変調符号化モード＃１では、Ｒ＝１／２の符号化方法で符号化され、１６Ｑ
ＡＭで変調される。変調符号化モード＃２では、Ｒ＝３／４の符号化方法で符号化され、
１６ＱＡＭで変調される。
【００５１】
　この場合、送信データ量は、変調符号化モード＃０，＃１，＃２の順で多くなるが、雑
音耐久特性は、その逆に、変調符号化モード＃２，＃１，＃０の順で強固になる。
【００５２】
　従って、図３の制御部２２は、伝送路の品質が良い場合には、雑音耐久特性を犠牲にし
て、データの高速通信を可能とする変調符号化モード＃０を設定する。また、制御部２２
は、伝送路の品質が悪い場合には、データレートを犠牲にして、雑音耐久特性を向上させ
る変調符号化モード＃２を設定する。さらに、制御部２２は、伝送路の品質が良くもなく
、悪くもない場合には、変調符号化モード＃１を設定する。
【００５３】
　図６は、図５に示した３つの変調符号化モード＃０乃至＃２を有する適応変調符号化部
１４の構成例を示している。
【００５４】
　スイッチ３１には、選択部１３が出力するパケットデータが供給されるようになってお
り、スイッチ３１は、制御部２２から供給される変調符号化モードにしたがって、端子３
１Ａ乃至３１Ｃのうちのいずれかを選択する。即ち、スイッチ３１は、変調符号化モード
＃０乃至＃２の場合、端子３１Ａ乃至３１Ｃを、それぞれ選択する。
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【００５５】
　端子３１Ａは、符号化器３２Ａに接続されており、従って、スイッチ３１において、端
子３１Ａが選択された場合には、選択部１３が出力するパケットデータは、符号化器３２
Ａにされる。符号化器３２Ａは、端子３１Ａから供給されるパケットデータを、Ｒ＝１／
２の符号化方法によって符号化し、その結果得られる符号化データを、変調器３３Ａに供
給する。変調器３３Ａは、符号化器３２Ａからの符号化データをＱＰＳＫ変調し、その結
果得られる変調信号を、スイッチ３４の端子３４Ａに供給する。従って、変調符号化モー
ド＃０の場合は、上述したように、パケットデータは、Ｒ＝１／２の符号化方法で符号化
され、ＱＰＳＫで変調される。
【００５６】
　端子３１Ｂは、符号化器３２Ｂに接続されており、従って、スイッチ３１において、端
子３１Ｂが選択された場合には、選択部１３が出力するパケットデータは、符号化器３２
Ｂにされる。符号化器３２Ｂは、端子３１Ｂから供給されるパケットデータを、Ｒ＝１／
２の符号化方法によって符号化し、その結果得られる符号化データを、変調器３３Ｂに供
給する。変調器３３Ｂは、符号化器３２Ｂからの符号化データを１６ＱＡＭ変調し、その
結果得られる変調信号を、スイッチ３４の端子３４Ｂに供給する。従って、変調符号化モ
ード＃１の場合は、上述したように、パケットデータは、Ｒ＝１／２の符号化方法で符号
化され、１６ＱＡＭで変調される。
【００５７】
　端子３１Ｃは、符号化器３２Ｃに接続されており、従って、スイッチ３１において、端
子３１Ｃが選択された場合には、選択部１３が出力するパケットデータは、符号化器３２
Ｃにされる。符号化器３２Ｃは、端子３１Ｃから供給されるパケットデータを、Ｒ＝３／
４の符号化方法によって符号化し、その結果得られる符号化データを、変調器３３Ｃに供
給する。変調器３３Ｃは、符号化器３２Ｃからの符号化データを１６ＱＡＭ変調し、その
結果得られる変調信号を、スイッチ３４の端子３４Ｃに供給する。従って、変調符号化モ
ード＃２の場合は、上述したように、パケットデータは、Ｒ＝３／４の符号化方法で符号
化され、１６ＱＡＭで変調される。
【００５８】
　スイッチ３４は、スイッチ３１と同様に、制御部２２から供給される変調符号化モード
にしたがって、端子３４Ａ乃至３４Ｃのうちのいずれかを選択する。即ち、スイッチ３４
は、変調符号化モード＃０乃至＃２の場合、端子３４Ａ乃至３４Ｃを、それぞれ選択する
。
【００５９】
　従って、スイッチ３４においては、変調符号化モードに応じて、その変調符号化モード
で符号化と変調が行われることにより得られた変調信号が出力される。
【００６０】
　このように、適応変調符号化によれば、パケットデータが、伝送路の品質に応じた符号
化率と変調度数で処理されるので、パケットデータを、効率良く伝送することができる。
【００６１】
　なお、図６において、符号化器３２Ａと３２Ｂは、１つの符号化器とすることができる
。変調器３３Ｂと３３Ｃも、１つの変調器とすることができる。
【００６２】
　図３に戻り、以上のようにして、適応変調符号化部１４が出力する変調信号は、拡散部
１５に供給される。
【００６３】
　拡散部１５には、適応変調符号化部１４が出力する変調信号の他、変調部２７が出力す
る変調信号も供給される。
【００６４】
　即ち、他の基地局から、他の携帯端末等からの音声データが供給される場合には、その
音声データは、符号化部２５に供給され、符号化部２５は、音声データを、固定の符号化
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率で符号化し、その結果得られる符号化データを、多重化部２６に供給する。
【００６５】
　多重化部２６は、符号化部２５から供給される符号化データと、後述する符号化部２４
から供給される符号化データとを多重化し、その結果得られる多重化データを、変調部２
７に供給する。変調部２７は、多重化部２６からの多重化データを、固定の変調度数で変
調し、その結果得られる変調信号を、拡散部１５に供給する。
【００６６】
　拡散部１５には、以上のようにして、適応変調符号化部１４が出力する変調信号、およ
び変調部２７が出力する変調信号が供給されるとともに、パイロット信号も供給される。
拡散部１５は、適応変調符号化部１４が出力する変調信号、変調部２７が出力する変調信
号、およびパイロット信号を、それぞれ、異なる拡散符号によって、同一周波数帯域内に
、スペクトル拡散し、その結果得られるスペクトル拡散信号を、送受信部１６に供給する
。
【００６７】
　送受信部１６は、拡散部１５からのスペクトル拡散信号に対して、増幅その他の必要な
処理を施し、アンテナ１７から、電波として送信する。
【００６８】
　また、アンテナ１７は、携帯端末１から送信されてくる電波を受信し、その結果得られ
る受信信号としてのスペクトル拡散信号を、送受信部１６に供給する。送受信部１６は、
アンテナ１７からのスペクトル拡散信号を増幅等し、逆拡散部１８に供給する。逆拡散部
１８は、送受信部１６からのスペクトル拡散信号をスペクトル逆拡散し、その結果得られ
る変調信号を、復調部１９に供給する。
【００６９】
　復調部１９は、逆拡散部１８からの変調信号を復調し、パケットデータや音声データ等
の各種のデータを得て出力する。復調部１９において得られる各種のデータは、例えば、
他の基地局等に送信される。
【００７０】
　また、復調部１９が、復調を行うことにより得られるデータは、受信品質ビット抽出部
２０にも供給される。
【００７１】
　携帯端末１から送信されてくる信号には、図２で説明したように、受信品質メッセージ
が含まれており、受信品質ビット抽出部２０は、復調部１９からのデータに含まれる受信
品質メッセージに対応するビットを抽出し、受信品質判定部２１に供給する。
【００７２】
　受信品質判定部２１は、受信品質ビット抽出部２０からの受信品質メッセージに基づき
、携帯端末１における、基地局２からの電波の受信品質、即ち、伝送路の品質を判定し、
その判定結果を、制御部２２に供給する。
【００７３】
　制御部２２は、受信品質判定部２１からの受信品質の判定結果に基づき、変調符号化モ
ードを設定し、適応変調符号化部１４と制御データ生成部２３に供給する。
【００７４】
　適応変調符号化部１４は、以上のようにして、制御部２２から供給される変調符号化モ
ードにしたがって、選択部１３から供給されるパケットデータの適応変調符号化を行う。
【００７５】
　一方、制御データ生成部２３は、制御部２２からの変調符号化モードに対応する変調方
法と符号化方法を表すメッセージ（上述の送信パラメータ）、その他の、携帯端末１の制
御に必要な制御データを生成し、符号化部２４に供給する。符号化部２４は、制御データ
生成部２３からの制御データを、固定の符号化率で符号化し、その結果得られる符号化デ
ータを出力する。この符号化部２４が出力する符号化データは、上述したように、多重化
部２６に供給され、符号化部２５が出力する符号化データと多重化される。
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【００７６】
　なお、制御部２２は、選択部１３の制御も行う。選択部１３は、制御部２２による制御
にしたがい、図７に示すように、バッファ１２nに記憶されているパケットデータを選択
して読み出し、適応変調符号化部１４に供給する。従って、選択部１３において読み出さ
れたパケットデータは、そのパケットデータの宛先ユーザの携帯端末に送信されることに
なる。従って、選択部１３での選択は、パケットデータの宛先ユーザの携帯端末に対して
、通信資源の割り当てることに対応するから、制御部２２は、この通信資源の割り当て制
御を行っているということができる。
【００７７】
　ここで、図７は、基地局２のパケットデータ伝送用の下り回線が、１チャンネルだけで
ある場合に、携帯端末１1乃至１3のユーザ＃１乃至＃３それぞれ宛のパケットデータを送
信するのに、携帯端末１1乃至１3（ユーザ＃１乃至＃３）それぞれに対して、通信資源が
、時分割で割り当てられる様子を示している。
【００７８】
　次に、図８は、図１の携帯端末１の構成例を示している。
【００７９】
　基地局２からの電波は、アンテナ４１で受信され、その受信信号は、送受信部４２に供
給される。送受信部４２は、アンテナ４１からの受信信号に対して、増幅その他の必要な
処理を施し、逆拡散部４３に供給する。逆拡散部４３は、送受信部４２からの受信信号と
してのスペクトル拡散信号を、スペクトル逆拡散し、その結果得られるパイロット信号、
適応変調符号化されたデータ（図３の適応変調符号化部１４が出力するデータに対応する
）、および固定の符号化率で、かつ固定の変調度数で変調されたデータ（図３の変調部２
７が出力するデータに対応する）を出力する。
【００８０】
　パイロット信号は、CPICH受信品質推定部５０に供給され、適応変調符号化されたデー
タは、データ復調復号部４９に供給される。また、固定の符号化率で、かつ固定の変調度
数で変調されたデータは、復調部４４に供給される。
【００８１】
　復調部４４は、逆拡散部４３が出力する、固定の符号化率で、かつ固定の変調度数で変
調されたデータを復調し、その結果得られる符号化データを、制御データ分離部４５に供
給する。制御データ分離部４５は、復調部４４から供給される符号化データから、制御デ
ータの符号化データを分離し、制御データ復号部４７に供給するとともに、残りの符号化
データを、復号部４６に供給する。復号部４６は、制御データ分離部４５からの符号化デ
ータを復号し、その結果得られる、例えば音声データを出力する。
【００８２】
　制御データ復号部４７は、制御データ分離部４５から供給される符号化データを、制御
データに復号し、制御部４８に出力する。制御部４８は、制御データ復号部４７からの制
御データに含まれる変調方法と符号化方法を表すメッセージにしたがって、データ復調復
号部４９を制御する。
【００８３】
　即ち、データ復調復号部４９は、制御部４８からの制御にしたがった復調方法で、逆拡
散部４４が出力する適応変調符号化されたデータを復調し、さらに、その復調の結果得ら
れるデータを、制御部４８からの制御にしたがった復号方法で復号する。そして、データ
復調復号部４９は、その復号の結果得られるパケットデータを出力する。
【００８４】
　一方、CPICH受信品質推定部５０は、逆拡散部４３からのパイロット信号（後述するCPI
CHチャンネルのパイロット信号）に基づいて、適応変調符号化されたデータの受信品質を
推定し、その受信品質を表す受信品質メッセージを、受信品質ビット挿入部５１に供給す
る。
【００８５】
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　受信品質ビット挿入部５１には、CPICH受信品質推定部５０が出力する受信品質メッセ
ージの他、携帯電話機１から送信すべきパケットデータや音声データ等の送信データが供
給されるようになっており、受信品質ビット挿入部５１は、その送信データの所定の位置
に、受信品質メッセージに対応するビット列を挿入し、必要に応じて符号化して、変調部
５２に供給する。
【００８６】
　変調部５２は、受信品質ビット挿入部５１からのデータを、固定の変調度数で変調する
。そして、変調部５２は、その変調の結果得られる変調信号を、拡散部５３に供給する。
【００８７】
　拡散部５３は、変調部５２からの変調信号をスペクトル拡散することにより、スペクト
ル拡散信号とし、送受信部４２に供給する。送受信部４２は、拡散部５３からのスペクト
ル拡散信号に対して、増幅その他の必要な処理を施し、アンテナ４１から、電波として送
信する。
【００８８】
　ところで、適応変調符号化による通信は、上述したように、基地局２が、携帯端末１か
ら送信されてくる受信品質メッセージに基づいて、変調符号化モードを決定することによ
って実現される。
【００８９】
　しかしながら、携帯端末１が、自身における受信品質を求めてから、基地局２が、その
受信品質を認識するまでには、基地局２において、その受信品質を表す受信品質メッセー
ジを受信し、さらに、復調、復号しなけばならず、少なからず遅延が存在する。
【００９０】
　従って、基地局２において、受信品質メッセージが表す受信品質を認識したときには、
既に、携帯端末１における現在の受信品質が変化し、その結果、最適な変調符号化モード
を選択することができず、伝送効率が劣化することがある。
【００９１】
　この問題は、特に、携帯端末１のユーザが、電車等で高速に移動している場合など、伝
送路の特性が急速に変化する場合に、顕著に現れる。
【００９２】
　一方、伝送効率向上の観点からは、携帯端末１による受信品質メッセージの送信周期を
長くするのが望ましいが、この場合、携帯端末１における現在の受信品質が、受信品質メ
ッセージが表す受信品質と大きくかけ離れたものとなることがあり、適応変調符号化によ
る伝送効率の向上が妨げられることになる。
【００９３】
　そこで、図９は、本発明を適用した通信システムの一実施の形態の構成例を示している
。
【００９４】
　図９の通信システムは、３台の携帯端末６１1乃至６１3と、基地局６２とから構成され
ており、携帯端末６１1乃至６１3それぞれと、基地局６２との間では、AMCS通信方式によ
る通信が、例えば、W-CDMA方式によって行われるようになっている。
【００９５】
　携帯端末６１1乃至６１3は、例えば、図１の携帯端末１と同様に、携帯電話機その他の
ＰＤＡで構成され、基地局６２との間で、AMCS通信方式を採用したW-CDMA通信を行う。
【００９６】
　なお、図９では、３台の携帯端末６１1乃至６１3を示してあるが、携帯端末の数は、特
に限定されるものではない。
【００９７】
　ここで、以下、携帯端末６１1乃至６１3を、特に区別する必要がない限り、携帯端末６
１と記述する。
【００９８】
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　基地局６２は、自身がカバーしている範囲（セル）内にある携帯端末６１との間での、
AMCS通信方式を採用したW-CDMA通信の制御を行い、即ち、携帯端末６１に対して、通信を
行うための伝送帯域その他の通信資源を割り当て、これにより、例えば、他の基地局（図
示せず）から送信されてくる他の携帯端末（図示せず）からのデータや、インターネット
のＷＷＷサーバからのＷｅｂページのデータ、メールサーバからのメール等を受信して、
携帯端末６１に送信する。あるいは、また、基地局２は、例えば、携帯端末６１から送信
されてくるデータを受信して、他の基地局や、インターネット等の所定のネットワークに
送信する。
【００９９】
　次に、図１０は、携帯端末６１と基地局６２との間でやりとりされるデータフォーマッ
トを示している。
【０１００】
　なお、ここでは、携帯端末６１と基地局６２との間で、W-CDMA方式による通信が行われ
るものとしており、図１０は、W-CDMA方式について、3GPP(3rd Generation Partnership 
Project)で規定されているチャンネルのうちの一部だけを示している。
【０１０１】
　携帯端末６１から基地局６２へのデータ伝送に用いられる上り回線は、図１０（Ａ）に
示すように、DPDCH(Dedicated Physical Data Channel)チャンネルとDPCCH(Dedicated Ph
ysical Control Channel)チャンネルを有している。
【０１０２】
　DPDCHチャンネルおよびDPCCHチャンネルは、約0.667msの長さ（時間）のスロットを最
小単位として構成され、例えば、５または１５スロット（約3.33msまたは10ms）で、１フ
レームが構成される。
【０１０３】
　DPDCHチャンネルは、データ部を有し、そのデータ部には、携帯端末６１から基地局６
２に送信されるパケットデータや音声データ等の実データが配置される。さらに、DPDCH
チャンネルのデータ部には、受信品質メッセージも配置される。
【０１０４】
　DPCCHチャンネルは、パイロット部やＴＰＣ部などを有し、そのパイロット部には、パ
イロット信号が配置され、ＴＰＣ(Transmit Power Control)部には、後述する電力制御情
報が配置される。
【０１０５】
　ここで、DPDCHチャンネルに配置されるデータは、Ｉ信号に割り当てられ、DPCCHチャン
ネルに配置されるデータは、Ｑ信号に割り当てられる。
【０１０６】
　基地局６２から携帯端末６１へのデータ伝送に用いられる下り回線は、図１０（Ｂ）に
示すように、DPCH(Dedicated Physical Channel)チャンネル、DSCH(Downlink Shard Chan
nel)チャンネル、CPICH(Common PIlot Channel)チャンネルを有している。そして、DPCH
チャンネル、DSCHチャンネル、およびCPICHチャンネルも、図１０（Ａ）で説明したDPDCH
チャンネルおよびDPCCHチャンネルと同様に、約0.667msの長さのスロットを最小単位とし
て構成され、例えば、５または１５スロットで、１フレームが構成される。
【０１０７】
　なお、上り回線のチャンネルで送信されるフレームと、下り回線のチャンネルで送信さ
れるフレームとは、同一の数のスロットで構成されている必要はないが、ここでは、説明
を簡単にするために、上り回線と下り回線のチャンネルで送信されるフレームは、同一数
のスロットで構成されるものとする。即ち、上り回線と下り回線のフレーム長は、同一で
あるとする。
【０１０８】
　また、DPCHチャンネル、DSCHチャンネル、CPICHチャンネルは、それぞれ異なる拡散符
号でスペクトル拡散されることにより並列して（同時に）送信される。
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【０１０９】
　DPCHチャンネルは、制御部とデータ部を有し、その制御部には、変調符号化モードその
他の制御データが配置され、データ部には、音声データなどが配置される。なお、DPCHチ
ャンネルの制御部には、制御データとして、パイロット信号も配置される。
【０１１０】
　DSCHチャンネルは、データ部を有し、そのデータ部には、適応変調符号化されたデータ
が配置される。
【０１１１】
　CPICHチャンネルは、パイロット部を有し、そのパイロット部には、パイロット信号が
配置される。
【０１１２】
　なお、CPICHチャンネルに配置されるパイロット信号は、DPCHチャンネルとは異なる拡
散符号でスペクトル拡散されることにより、DPCHチャンネルのデータ部に配置されたデー
タと並列して送信される。これに対して、DPCHチャンネルの制御部に配置されるパイロッ
ト信号は、そのDPCHチャンネルのデータ部に配置されるデータと時間多重されて送信され
る。
【０１１３】
　ここで、CPICHチャンネルに配置されるパイロット信号と、DPCHチャンネルの制御部に
配置されるパイロット信号とを区別するために、以下、適宜、CPICHチャンネルに配置さ
れるパイロット信号を、共通パイロット信号と、DPCHチャンネルの制御部に配置されるパ
イロット信号を、個別パイロット信号と、それぞれいう。前述の図３において（後述する
図１４、図２４、図２８、および図４２においても同様）、拡散部１５に入力されている
パイロット信号が、共通パイロット信号である。
【０１１４】
　次に、図１１は、図９の携帯端末６１の構成例を示している。なお、図中、図８の携帯
端末１と対応する部分については、同一の符号を付してあり、以下、その説明は、適宜省
略する。即ち、図１１の携帯端末６１は、図８の携帯端末１に、個別パイロット分離部７
１、DPCH受信品質推定部７２、電力制御ビット生成部７３、電力制御ビット挿入部７４が
新たに設けられて構成されている。
【０１１５】
　個別パイロット分離部７１には、逆拡散部４３が出力するDPCHチャンネルの信号が供給
されるようになっており、個別パイロット分離部７１は、そのDPCHチャンネルの信号を、
復調部４４に供給するとともに、そのDPCHチャンネルの信号から、個別パイロット信号を
分離して、DPCH受信品質推定部７２に供給する。
【０１１６】
　DPCH受信品質推定部７２は、個別パイロット分離部７１からの個別パイロット信号に基
づいて、DPCHチャンネルの信号の受信品質を、例えば、１スロットごとに推定する。
【０１１７】
　即ち、例えば、いま、DPCHチャンネルの１スロットに含まれる個別パイロット信号のシ
ンボルを、p[1],p[2],・・・,p[N]とすると、DPCH受信品質推定部７２は、例えば、次式
にしたがって、信号成分Ｓと干渉成分Ｉを求め、さらに、DPCHチャンネルの信号の受信品
質ＳＩＲDPCHを求める。
【０１１８】
　　　Ｓ＝Ｐave

2

　　　Ｉ＝１／Ｎ×Σ（p[n]－Ｐave）
2

　　　Ｐave＝１／Ｎ×Σp[n]
　　　ＳＩＲDPCH＝Ｓ／Ｉ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１）
【０１１９】
　なお、式（１）におけるΣは、変数ｎを、１からＮまでに変えてのサメーションを意味
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する。
【０１２０】
　信号品質推定部７２は、以上のようにして、DPCHチャンネルの信号の受信品質ＳＩＲDP

CHを、１スロットごとに求めて、電力制御ビット生成部７３に供給する。
【０１２１】
　電力制御ビット生成部７３は、DPCH受信品質推定部７２からの受信品質ＳＩＲDPCHに基
づき、基地局６２のDPCHチャンネルの送信電力の調整を要求する電力制御情報を生成する
。
【０１２２】
　即ち、電力制御ビット生成部７３は、受信品質ＳＩＲDPCHを、所定の閾値εと比較する
。そして、電力制御ビット生成部７３は、受信品質ＳＩＲDPCHが所定の閾値ε以上の場合
（より大きい場合）、電力制御情報としての１ビットのフラグTPCに、DPCHチャンネルの
送信電力を１ｄＢ下げることを要求する情報として、例えば０をセットする。また、電力
制御ビット生成部７３は、受信品質ＳＩＲDPCHが所定の閾値ε未満（以下）の場合、電力
制御情報としての１ビットのフラグTPCに、DPCHチャンネルの送信電力を１ｄＢ上げるこ
とを要求する情報として、例えば１をセットする。
【０１２３】
　電力制御ビット生成部７３は、以上のようにして、電力制御情報TPCに値をセットする
と、その電力制御情報TPCを、電力制御ビット挿入部７４に供給する。
【０１２４】
　電力制御ビット挿入部７４には、電力制御ビット生成部７３が出力する電力制御情報TP
Cの他、受信品質ビット挿入部５１から送信データが供給されるようになっており、電力
制御ビット挿入部７４は、受信品質ビット挿入部５１からの送信データの所定の位置に、
電力制御情報TPCに対応する１ビットを挿入して、変調部５２に供給する。即ち、電力制
御ビット挿入部７４は、図１０（Ａ）に示したDPDCHチャンネルおよびDPCCHチャンネルの
うちのDPCCHチャンネルのTPC部に、電力制御情報TPCを配置して、変調部５２に供給する
。
【０１２５】
　以上のように構成される携帯端末６１では、基地局６２からのデータを受信する受信処
理と、基地局２にデータを送信する送信処理が行われる。
【０１２６】
　即ち、受信処理では、アンテナ４１において、基地局６２からの電波が受信され、その
受信信号が、送受信部４２を介して、逆拡散部４３に供給される。逆拡散部４３は、そこ
に供給される受信信号に対して、スペクトル逆拡散処理を施し、これにより、DPCHチャン
ネル、DSCHチャンネル、およびCPICHチャンネルの信号を得る（図１０（Ｂ））。
【０１２７】
　そして、DPCHチャンネルの信号は、個別パイロット分離部７１に供給され、DSCHチャン
ネルの信号は、データ復調復号部４９に供給される。さらに、CPICHチャンネルの信号は
、CPICH受信品質推定部５０に供給される。
【０１２８】
　個別パイロット分離部７１は、逆拡散部４３から供給されるDPCHチャンネルの信号から
、個別パイロット信号を分離し、DPCH受信品質推定部７２に供給する。また、個別パイロ
ット分離部７１は、逆拡散部４３から供給されるDPCHチャンネルの信号を、復調部４４に
供給する。
【０１２９】
　復調部４４、制御データ分離部４５、復号部４６、制御データ復号部４７、制御部４８
、データ復調復号部４９では、図８の携帯端末１における場合と同様の処理が行われ、こ
れにより、DSCHチャンネルの信号、即ち、適応変調符号化されたデータが、その変調符号
化モードにしたがって復調および復号（適応変調復号）される。
【０１３０】
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　一方、送信処理では、携帯電話機６１から送信すべきパケットデータや音声データ等の
送信データが、受信品質ビット挿入部５１に供給される。さらに、受信品質ビット挿入部
５１には、CPICH受信品質推定部５０が、後述するDSCHチャンネルの信号の受信品質推定
処理を行うことにより得られる受信品質を表す受信品質メッセージが、例えば、フレーム
ごとに供給される。
【０１３１】
　受信品質ビット挿入部５１は、送信データに、受信品質メッセージを挿入し、即ち、送
信データとしてのDPDCHチャンネルのデータ部（図１０（Ａ））に、受信品質メッセージ
を配置し、必要に応じて、フレーム単位で符号化して、電力制御ビット挿入部７４に供給
する。
【０１３２】
　電力制御ビット挿入部７４は、受信品質ビット挿入部５１からの送信データに、後述す
るDPCHチャンネルの信号の電力制御情報生成処理が行われることにより、電力制御ビット
生成部７３から、例えば、スロットごとに供給される電力制御情報を挿入し、即ち、送信
データとしてのDPCCHチャンネルのＴＰＣ部（図１０（Ａ））に、電力制御情報を配置し
、変調部５２に供給する。
【０１３３】
　以下、変調部５２、拡散部５３、および送受信部４２において、図８の携帯端末１にお
ける場合と同様の処理が行われることにより、送信データに対応する電波が、アンテナ４
１から基地局６２に送信される。
【０１３４】
　次に、図１１の携帯端末６１では、受信処理および送信処理の他、上述したように、DS
CHチャンネルの信号の受信品質推定処理と、DPCHチャンネルの信号の電力制御情報生成処
理が行われる。
【０１３５】
　そこで、まず、図１２のフローチャートを参照して、DSCHチャンネルの信号の受信品質
推定処理について説明する。
【０１３６】
　DSCHチャンネルの信号の受信品質推定処理では、まず最初に、ステップＳ１において、
CPICH受信品質推定部５０が、逆拡散部４３から出力されるCPICHチャンネルに配置されて
いる共通パイロット信号を取得する。そして、ステップＳ２に進み、CPICH受信品質推定
部５０は、共通パイロット信号に基づいて、DSCHチャンネルの信号の受信品質を推定する
。
【０１３７】
　即ち、例えば、いま、CPICHチャンネルの１フレームに含まれる共通パイロット信号の
シンボルを、c[1],c[2],・・・,c[M]とすると、CPICH受信品質推定部５０は、例えば、次
式にしたがって、信号成分Ｓと干渉成分Ｉを求め、さらに、DSCHチャンネルの信号の受信
品質ＳＩＲDSCHを求める。
【０１３８】
　　　Ｓ＝Ｃave

2

　　　Ｉ＝１／Ｍ×Σ（c[m]－Ｃave）
2

　　　Ｃave＝１／Ｎ×Σc[m]
　　　ＳＩＲDSCH＝Ｓ／Ｉ×Ｐoffset

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（２）
【０１３９】
　なお、式（２）におけるΣは、変数ｍを、１からＭまでに変えてのサメーションを意味
する。また、Ｐoffsetは、DSCHチャンネルの送信電力ＰDSCHと、CPICHチャンネルの送信
電力ＰCPICHとの比ＰDSCH／ＰCPICHを表す。このＰoffsetは、例えば、固定の値として、
携帯端末６１にあらかじめ設定しておくことが可能である。また、Ｐoffsetは、例えば、
携帯端末６１と基地局６２との間の通信リンクが確立された直後に、基地局６２から携帯
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端末６１に送信するようにすることも可能である。
【０１４０】
　CPICH受信品質推定部５０は、以上のようにして、DSCHチャンネルの信号の受信品質（
の推定値）ＳＩＲDSCHを求め、受信品質ビット挿入部５１に供給して、処理を終了する。
【０１４１】
　CPICH受信品質推定部５０は、図１２のDSCHチャンネルの信号の受信品質の推定処理を
、フレームごとに行うようになっており、受信品質ビット挿入部５１は、CPICH受信品質
推定部５０からのDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲDSCHを、DPDCHチャンネル（図１０（
Ａ））のデータ部（の一部）に、受信品質メッセージとして配置する。従って、DSCHチャ
ンネルの受信品質ＳＩＲDSCHを表す受信品質メッセージは、DPDCHチャンネルによって、
フレームごとに、携帯端末６１から基地局６２に送信される。
【０１４２】
　次に、図１３のフローチャートを参照して、DPCHチャンネルの信号の電力制御情報生成
処理について説明する。
【０１４３】
　DPCHチャンネルの信号の電力制御情報生成処理では、まず最初に、ステップＳ１１にお
いて、個別パイロット分離部７１が、逆拡散部４３から出力されるDPCHチャンネルのスロ
ットから、個別パイロット信号を抽出し、DPCH受信品質推定部７２に供給する。
【０１４４】
　DPCH受信品質推定部７２は、ステップＳ１２において、個別パイロット分離部７１から
供給されるスロット単位の個別パイロット信号を用い、上述した式（１）にしたがって、
DPCHチャンネルの受信品質ＳＩＲDPCHを求め、電力制御ビット生成部７３に供給する。
【０１４５】
　電力制御ビット生成部７３は、ステップＳ１３において、DPCH受信品質推定部７２から
の受信品質ＳＩＲDPCHを、所定の閾値εと比較し、その大小関係を判定する。
【０１４６】
　ステップＳ１３において、受信品質ＳＩＲDPCHが、所定の閾値ε未満であると判定され
た場合、ステップＳ１４に進み、電力制御ビット生成部７３は、電力制御情報TPCに、DPC
Hチャンネルの送信電力を１ｄＢ上げることを要求する情報としての１をセットし、電力
制御ビット挿入部７４に供給して、処理を終了する。
【０１４７】
　また、ステップＳ１３において、受信品質ＳＩＲDPCHが、所定の閾値ε未満でないと判
定された場合、ステップＳ１５に進み、電力制御ビット生成部７３は、電力制御情報TPC
に、DPCHチャンネルの送信電力を１ｄＢ下げることを要求する情報としての０をセットし
、電力制御ビット挿入部７４に供給して、処理を終了する。
【０１４８】
　個別パイロット分離部７１、DPCH受信品質推定部７２、および電力制御ビット生成部７
３は、図１３のDPCHチャンネルの信号の電力制御情報生成処理を、スロットごとに行うよ
うになっており、従って、電力制御情報TPCは、スロットごとに、携帯端末６１から基地
局６２に送信される。
【０１４９】
　即ち、いまの場合、携帯端末６１から基地局６２に対して、DSCHチャンネルの受信品質
ＳＩＲDSCHを表す受信品質メッセージは、フレーム周期で送信されるが、DPCHチャンネル
の電力制御情報TPCは、フレーム周期より短いスロット周期で送信される。
【０１５０】
　なお、例えば、受信品質メッセージは、上述したように、符号化されて送信されるが、
電力制御情報TPCは、符号化されずに送信される。
【０１５１】
　次に、図１４は、図９の基地局６２の構成例を示している。なお、図中、図３における
場合と対応する部分については、同一の符号を付してあり、以下では、その説明は、適宜
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省略する。即ち、図１４の基地局６２は、電力制御ビット抽出部８１、電力調整部８２、
電力制御ビットバッファ８３、積算部８４が新たに設けられているとともに、受信品質判
定部２１と制御部２２に替えて、受信品質判定部８５と制御部８６がそれぞれ設けられて
いる他は、基本的に、図３の基地局２と同様に構成されている。
【０１５２】
　電力制御ビット抽出部８１は、逆拡散部１８が出力する信号を、復調部１９に供給する
とともに、その信号から、DPCCHチャンネルのＴＰＣ部（図１０（Ａ））に配置された電
力制御情報TPCを抽出し、電力調整部８２と電力制御ビットバッファ８３に供給する。
【０１５３】
　電力調整部８２は、変調部２７が出力する変調信号の送信電力を、電力制御ビット抽出
部８１が出力する電力制御情報TPCにしたがって調整し、拡散部１５に供給する。即ち、
電力調整部８２は、電力制御情報TPCが１の場合、変調部２７が出力する変調信号を、現
在の増幅率より１ｄＢ高い値で電力増幅して、拡散部１５に出力する。また、電力調整部
８２は、電力制御情報TPCが０の場合、変調部２７が出力する変調信号を、現在の増幅率
より１ｄＢ低い値で電力増幅して、拡散部１５に出力する。
【０１５４】
　ここで、基地局６２において、電力調整部８２において送信電力の調整された変調信号
は、DPCHチャンネル（図１０（Ｂ））で送信される。そして、携帯端末６１は、上述した
ように、DPCHチャンネルの受信品質ＳＩＲDPCHに応じて、電力制御情報TPCを設定する。
従って、基地局６２では、DPCHチャンネルの信号は、携帯端末６１で所定の受信品質ＳＩ
ＲDPCHが得られるように、送信電力が調整されて送信される。
【０１５５】
　電力制御ビットバッファ８３は、電力制御ビット抽出部８１が出力する１ビットの電力
制御情報TPCを一時記憶する。ここで、電力制御ビットバッファ８３は、少なくとも、後
述する報告遅延時間の間に、携帯端末６１から送信されてくる電力制御情報TPCを記憶す
ることのできる記憶容量を有している。また、電力制御ビットバッファ８３は、例えば、
いわゆるリングバッファで構成されており、空き容量がなくなると、最新の電力制御情報
を、最も古い電力制御情報に上書きする形で記憶する。
【０１５６】
　積算部８４は、受信品質判定部８５の制御にしたがい、電力制御ビットバッファ８３に
記憶された電力制御情報の一部または全部について、後述するような積算を行い、その積
算値を、受信品質判定部８５に供給する。
【０１５７】
　受信品質判定部８５は、積算部８４を制御し、電力制御情報の積算値を取得する。さら
に、受信品質判定部８５は、受信品質ビット抽出部２０から供給される受信品質メッセー
ジと、積算部８４からの電力制御情報の積算値を用いて、携帯端末６１における現在のDS
CHチャンネル（図１０（Ｂ））の受信品質を精度良く推定し、その推定値を、制御部８６
に供給する。
【０１５８】
　制御部８６は、受信品質判定部８５からの受信品質に基づき、変調符号化モードを決定
し、適応変調符号化部１４および制御データ作成部２３に供給する。さらに、制御部８６
は、受信品質判定部８５からの受信品質に基づき、後述するリソース（通信資源）割り当
て処理を行うことによって、選択部１３に選択させるバッファ１２nを決定し、その決定
にしたがって、選択部１３を制御する。なお、制御部８６には、バッファ１２1乃至１２N

それぞれのデータ蓄積量が供給されるようになっており、制御部８６は、受信品質判定部
８５からの受信品質の他、バッファ１２1乃至１２Nそれぞれのデータ蓄積量その他にも基
づいて、リソース割り当て処理を行うようになっている。
【０１５９】
　以上のように構成される基地局６２では、携帯端末６１にデータを送信する送信処理と
、携帯端末６１からのデータを受信する受信処理が行われる。
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【０１６０】
　即ち、送信処理では、例えば、他の基地局から送信されてくる、他の携帯端末等からの
パケットデータが、分配部１１を介して、所定のバッファ１２nに供給されて記憶される
。そして、選択部１３が、後述するような制御部８６の制御にしたがい、バッファ１２1

乃至１２Nのうちのいずれか１つのバッファ１２nを選択し、そのバッファ１２nに記憶さ
れているパケットデータを読み出して、適応変調符号化部１４に供給する。適応変調符号
化部１４は、制御部８６から供給される変調符号化モードにしたがい、選択部１３からの
パケットデータを適応変調符号化し、さらに、その結果得られる変調信号を、拡散部１５
に供給する。
【０１６１】
　一方、他の基地局から送信されてくる、他の携帯端末等からの音声データは、符号化部
２５を介して、多重化部２６に供給される。また、制御データ生成部２３が生成する制御
データは、符号化部２４を介して、多重化部２６に供給される。
【０１６２】
　多重化部２６および変調部２７は、音声データと制御データを、図３における場合と同
様に処理する。そして、その結果得られる変調信号は、変調部２７から電力調整部８２に
供給される。
【０１６３】
　電力調整部８２は、上述したように、変調信号の送信電力を、電力制御ビット抽出部８
１からの最新の電力制御情報にしたがって調整し、拡散部１５に供給する。
【０１６４】
　拡散部１５には、適応変調符号化部１４が出力する変調信号、および電力調整部８２が
出力する変調信号とともに、共通パイロット信号も供給されるようになっており、拡散部
１５は、適応変調符号化部１４からの変調信号、電力調整部８２からの変調信号、および
共通パイロット信号を、それぞれ異なる拡散符号によって、同一周波数帯域内に、スペク
トル拡散し、スペクトル拡散信号を得る。このスペクトル拡散信号は、送受信部１６に供
給され、アンテナ１７から、電波として送信される。
【０１６５】
　なお、適応変調符号化部１４からの変調信号は、DSCHチャンネル（図１０（Ｂ））で、
電力調整部８２が出力する変調信号は、DPCHチャンネルで、共通パイロット信号は、CPIC
Hチャンネルで、それぞれ送信される。
【０１６６】
　一方、受信処理では、アンテナ１７で、携帯端末６１から送信されてくる電波が受信さ
れ、受信信号が、送受信部１６および逆拡散部１８を介して、電力制御ビット抽出部８１
に供給される。
【０１６７】
　電力制御ビット抽出部８１は、逆拡散部１８を介して供給される信号を、復調部１９に
供給するとともに、その信号から、DPCCHチャンネルのＴＰＣ部（図１０（Ａ））に配置
された電力制御情報TPCを抽出し、電力調整部８２と電力制御ビットバッファ８３に供給
する。
【０１６８】
　電力調整部８２は、上述の送信処理で説明したように、変調部２７が出力する、DPCHチ
ャンネルで送信される変調信号の送信電力を、電力制御ビット抽出部８１が出力する最新
の電力制御情報TPCにしたがって調整し（１dBだけ上下させ）、拡散部１５に供給する。
電力制御情報TPCは、上述したように、携帯端末６１から、スロットに配置されて送信さ
れてくるから、DPCHチャンネルで送信される変調信号は、スロットごとに、その送信電力
が調整されて送信されることになる。
【０１６９】
　電力制御ビットバッファ８３は、電力制御ビット抽出部８１が出力する１ビットの電力
制御情報TPCを順次記憶する。ここで、この電力制御ビットバッファ８３に記憶された電
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力制御情報TPCを用いて、後述する受信品質判定処理が行われ、これにより、携帯端末６
１における、DSCHチャンネルの受信品質が、精度良く推定される。
【０１７０】
　一方、復調部１９は、電力制御ビット抽出部８１からの信号を復調し、パケットデータ
や音声データ等の各種のデータを得て出力する。また、復調部１９が、復調を行うことに
より得られるデータのうち、DPDCHチャンネル（図１０（Ａ））に配置されたデータは、
受信品質ビット抽出部２０にも供給される。
【０１７１】
　上述したように、DPDCHチャンネルには、DSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲDSCHを表す
受信品質メッセージが、フレームごとに配置され、携帯端末６１から基地局６２に送信さ
れる。
【０１７２】
　受信品質ビット抽出部２０は、復調部１９からのDPDCHチャンネル（図１０（Ａ））に
配置されたデータに含まれる受信品質メッセージを抽出し、受信品質判定部８５に供給す
る。
【０１７３】
　受信品質判定部８５は、受信品質ビット抽出部２０から供給される受信品質メッセージ
と、電力制御ビットバッファ８３に記憶された電力制御情報との両方を用いて、受信品質
判定処理を行うことにより、携帯端末６１における、現在のDSCHチャンネルの受信品質Ｓ
ＩＲ(Signal to Interference Ratio)を、精度良く推定する。
【０１７４】
　即ち、携帯端末６１では、図１５に示すように、CPICHチャンネル（図１０（Ｂ））の
１フレームを、DSCHチャンネルの受信品質を測定する区間（SIR測定区間）として、そのS
IR測定区間における共通パイロット信号を観測することにより、式（２）にしたがい、DS
CHチャンネルの受信品質ＳＩＲDSCHを求める。この受信品質ＳＩＲDSCHを表す受信品質メ
ッセージは、携帯端末１において、DPDCHチャンネルのデータ部（図１０（Ａ））に配置
され、フレームごとに送信されてくるが、受信品質メッセージは符号化されているため、
その復号が必要であり、さらに、その復号は、受信品質メッセージが配置されたフレーム
すべての受信が完了してからでないと行うことができない。
【０１７５】
　このため、基地局２において、携帯端末６１から送信されてきた受信品質メッセージだ
けから、DSCHチャンネルの受信品質を認識し、その受信品質に応じた変調符号化モードを
選択して、その変調符号化モードによる適応変調符号化を行うと、図１５に示すように、
携帯端末６１においてDSCHチャンネルの受信品質が観測された時点から、かなりの時間が
経過したタイミングで、基地局６２において、その受信品質に応じた変調符号化モードに
よる適応変調符号化が行われることになる。
【０１７６】
　なお、図１５は、携帯端末６１においてDSCHチャンネルの受信品質が観測された時点か
ら、４フレームに対応する遅延時間が経過してから、基地局６２において、その受信品質
に応じた変調符号化モードによる適応変調符号化が行われることを表している。即ち、図
１５は、いま、適応変調符号化を行おうとしているDSCHチャンネルのフレームを、注目フ
レームということとすると、その注目フレームについての変調符号化モードを決定するの
に用いることのできる最新の受信品質メッセージが表す受信品質が、携帯端末６１におい
て、４フレームに対応する遅延時間だけ過去に求められたものであることを表している。
【０１７７】
　ここで、注目フレームのタイミングと、注目フレームについての変調符号化モードを決
定するのに用いる受信品質メッセージが表す受信品質が、携帯端末６１において求められ
たタイミングとの時間差を、以下、適宜、報告遅延時間ＴDという。
【０１７８】
　基地局６２において、受信品質メッセージだけから、DSCHチャンネルの受信品質を認識
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する場合、上述したように、注目フレームの適応変調符号化が、報告遅延時間ＴDだけ過
去に、携帯端末６１で求められた受信品質に基づいて行われることとなる。従って、その
報告遅延時間ＴDの間に、携帯端末６１における現在の受信品質が変わった場合には、注
目フレームについて、最適な適応変調符号化を行うことができず、その結果、伝送効率が
劣化することとなる。
【０１７９】
　そこで、受信品質判定部８５は、DSCHチャンネルの受信品質を表す受信品質メッセージ
だけでなく、DPCHチャンネルの送信電力制御のための電力制御情報TPCをも用いて、携帯
端末６１における、現在のDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲを、精度良く推定する。
【０１８０】
　即ち、電力制御情報TPCは、上述したように、携帯端末６１から、スロット単位、つま
り、受信品質メッセージが送信されてくる周期よりも短い周期（図１０に示したデータフ
ォーマットによれば、受信品質メッセージが送信されてくる周期の１／５または１／１５
の周期）で送信されてくる。また、電力制御情報TPCは、符号化されずに送信されるので
、スロットを受信すれば、そのスロットに配置されている電力制御情報TPCを即座に得る
ことができる。さらに、電力制御情報TPCは、携帯端末６１におけるDPCHチャンネルの受
信品質を維持するために、送信電力の調整を要求するものであるから、その値は、DPCHチ
ャンネルの受信品質が、過去の受信品質に比較して、向上したのか、または低下したのか
を表す。そして、DPCHチャンネルと、DSCHチャンネルとは、異なるチャンネルではあるが
、同一周波数帯域にスペクトル拡散され、同時に伝送されるものであるから、DPCHチャン
ネルの受信品質の変化は、DSCHチャンネルの受信品質の変化として捉えても、基本的に問
題はない。
【０１８１】
　そこで、受信品質判定部８５は、受信品質メッセージに基づいて、変調符号化モードを
決定（設定）しようとしている注目フレームから、その受信品質メッセージに対応する報
告遅延時間ＴDだけ遡った時点の間に受信した電力制御情報TPCの積算値を加味して、携帯
端末６１における、現在のDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲを、精度良く推定する受信品
質判定処理を行う。
【０１８２】
　即ち、図１６は、受信品質判定処理を説明するフローチャートである。
【０１８３】
　受信品質判定部８５は、まず最初に、ステップＳ２１において、注目フレームから、最
新の受信品質メッセージに対応する報告遅延時間ＴDだけ遡った時点の間に受信した電力
制御情報TPCの積算値を求めるように、積算部８４を制御する。
【０１８４】
　これにより、積算部８４は、電力制御ビットバッファ８３に記憶された電力制御情報TP
Cを用いて、例えば、次式にしたがい、積算値△SIR［ｄＢ］を求める。
【０１８５】
　　　△SIR＝Σ（１－２×TPC[k]）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（３）
【０１８６】
　なお、式（３）において、TPC[k]は、注目フレームからkスロットだけ遡った時刻にお
いて受信された電力制御情報を表し、また、Σは、報告遅延時間ＴDに亘ってのサメーシ
ョンを表す。
【０１８７】
　そして、ステップＳ２２に進み、受信品質判定部８５は、次式にしたがって、最新の受
信品質メッセージが表すDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲDSCHと、積算値△SIRとを加算
することにより、携帯端末６１における、現在のDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲを推定
し、処理を終了する。
【０１８８】
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　　　ＳＩＲ＝ＳＩＲDSCH＋α×△SIR
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（４）
【０１８９】
　但し、式（４）において、αは、積算値△SIRに対する重み係数であり、０以上１以下
の範囲内の実数値である。
【０１９０】
　以上により、受信品質判定部８５では、現在のDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲが、精
度良く推定される。そして、この受信品質ＳＩＲは、制御部８６に供給され、制御部８６
では、その精度の高い受信品質ＳＩＲに基づいて、注目フレームの変調符号化モードが決
定される。従って、注目フレームについては、携帯端末６１における、現在の受信品質に
適した適応変調符号化が行われ、その結果、伝送効率を向上させることができる。
【０１９１】
　ここで、報告遅延時間ＴDは、例えば、固定の時間として、あらかじめ設定しておくよ
うにすることができる。また、報告遅延時間ＴDは、例えば、携帯端末６１において、受
信品質メッセージに、現在時刻を付加して送信するようにし、基地局６２において、その
受信品質メッセージに付加されている現在時刻に基づいて求めるようにすることも可能で
ある。
【０１９２】
　なお、上述の場合には、携帯端末６１から、電力制御情報TPCを、スロット単位で送信
するようにしたが、電力制御情報TPCは、数スロット単位で送信することも可能である。
但し、この場合、電力制御情報TPCを、スロット単位で送信する場合に比較して、携帯端
末６１における、現在のDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲの推定精度が劣化することがあ
る。
【０１９３】
　また、電力制御情報TPCは、符号化されないから、誤りがある場合がある。そこで、受
信品質判定部８５では、例えば、次式にしたがい、ある程度のヒステリシスをもって、現
在のDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲを推定するようにすることが可能である。
【０１９４】
　　　ＳＩＲ＝ＳＩＲDSCH＋α×△SIR　　　（但し、｜△SIR｜＞thの場合）
　　　ＳＩＲ＝ＳＩＲDSCH　　　　　 　　　（但し、｜△SIR｜≦thの場合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（５）
【０１９５】
　式（５）によれば、積算値の絶対値｜△SIR｜が、所定の閾値th以下（未満）の場合に
は、そのような小さな絶対値の積算値△SIRは誤差であるとして、現在のDSCHチャンネル
の受信品質ＳＩＲの推定に加味されないことになる。
【０１９６】
　次に、上述の場合には、携帯端末６１において、フレームごとに、受信品質メッセージ
を送信するようにしたが、受信品質メッセージは、例えば、図１７に示すように、所定の
フレーム数おきに送信するようにすることが可能である。即ち、例えば、携帯端末６１か
ら基地局６２への上り回線のリソースが不足している場合等には、携帯端末６１からの受
信品質メッセージの送信頻度を少なくすることができる。ここで、図１７は、携帯端末６
１から、受信品質メッセージが、３フレームごとに送信される様子を示している。
【０１９７】
　但し、このように、受信品質メッセージが、数フレームごとに送信される場合、注目フ
レームによって、報告遅延時間が変化するので、その変化を考慮して、電力制御情報TPC
を積算する区間を変更する必要がある。
【０１９８】
　即ち、例えば、図１７に示したように、受信品質メッセージが、３フレームごとに送信
される場合、基地局６２において、ある受信品質メッセージ＃１が得られた後、次の受信
品質メッセージ＃２が得られるのは、その３フレーム分だけ後の時間である。従って、基
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地局６２において、受信品質メッセージ＃１が得られたタイミングの直後に送信されるの
が、図１７に示したように、第４フレームである場合には、受信品質メッセージ＃２が得
られるのは、第４フレームの３フレーム後の第７フレームが送信される直前である。
【０１９９】
　以上から、第４フレームから、第７フレームの直前まで、即ち、第６フレームまでの３
フレームについては、受信品質メッセージ＃１を用いて、携帯端末６１における、現在の
DSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲを推定する必要がある。
【０２００】
　この場合、第４フレームについての報告遅延時間ＴD1は、図１５における場合と同様に
、報告遅延時間ＴDに等しくなる。しかしながら、第５フレームについての報告遅延時間
ＴD2と、第６フレームについての報告遅延時間ＴD3は、報告遅延時間ＴDに等しくならな
い。即ち、第５フレームについての報告遅延時間ＴD2は、報告遅延時間ＴDに、１フレー
ム分の時間を加算した時間となり、第６フレームについての報告遅延時間ＴD3は、報告遅
延時間ＴDに、２フレーム分の時間を加算した時間となる。
【０２０１】
　従って、受信品質メッセージが、数フレームごとに送信される場合には、積算部８４に
おいて、上述のように、注目フレームごとに、報告遅延時間を変えて、電力制御情報TPC
を積算する必要がある（電力制御情報TPCを積算する区間を変える必要がある）。
【０２０２】
　以上のように、上り回線のリソースに応じて、携帯端末６１からの受信品質メッセージ
の送信頻度を変更する場合には、上り回線がリソース不足となる頻度を低減することがで
きる。
【０２０３】
　なお、携帯端末６１から、受信品質メッセージを送信する周期は、固定ではなく、可変
にすることが可能である。
【０２０４】
　また、本実施の形態では、上り回線のフレームを構成するスロット数と、下り回線のフ
レームを構成するスロット数が同一であるとしたが、上り回線と下り回線のスロット数が
異なる場合には、上述した場合と同様に、報告遅延時間を変えることで、フレームを送信
するときにおける携帯端末６１の受信品質を、精度良く推定することができる。
【０２０５】
　次に、上述の場合には、最新の受信品質メッセージが表す受信品質ＳＩＲDSCHと、電力
制御情報TPCの積算値△SIRとを加算することによって、携帯端末６１における、現在のDS
CHチャンネルの受信品質ＳＩＲを推定するようにしたが、現在のDSCHチャンネルの受信品
質ＳＩＲは、過去に受信された受信品質メッセージが表す受信品質ＳＩＲDSCHをも用いて
、つまり、複数の受信品質メッセージを用いて推定することが可能である。
【０２０６】
　即ち、例えば、図１８に示すように、最新の受信品質メッセージ＃０の他、その１フレ
ーム前に受信された受信品質メッセージ＃－１と、さらに、その１フレーム前に受信され
た受信品質メッセージ＃－２を用いて、現在のDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲを推定す
ることが可能である。
【０２０７】
　この場合、受信品質メッセージごとに、報告遅延時間を変えて、電力制御情報TPCを積
算すれば良い。
【０２０８】
　即ち、図１８の実施の形態においては、最新の受信品質メッセージ＃０については、図
１５における場合と同様に、報告遅延時間ＴDの区間に亘って、電力制御情報TPCの積算を
行い、その積算値と、受信品質メッセージ＃０が表す受信品質とを加算して、現在のDSCH
チャンネルの第１の受信品質ＳＩＲ［１］を求める。
【０２０９】
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　また、１フレーム前の受信品質メッセージ＃－１については、報告遅延時間ＴDに、１
フレーム分の時間ＴFを加えた区間に亘って、電力制御情報TPCの積算を行い、その積算値
と、受信品質メッセージ＃－１が表す受信品質とを加算して、現在のDSCHチャンネルの第
２の受信品質ＳＩＲ［２］を求める。さらに、２フレーム前の受信品質メッセージ＃－２
については、報告遅延時間ＴDに、２フレーム分の時間２ＴFを加えた区間に亘って、電力
制御情報TPCの積算を行い、その積算値と、受信品質メッセージ＃－２が表す受信品質と
を加算して、現在のDSCHチャンネルの第３の受信品質ＳＩＲ［３］を求める。
【０２１０】
　そして、第１乃至第３の受信品質ＳＩＲ［１］乃至ＳＩＲ［３］の、例えば、平均値等
の重み付け加算値を求め、それを、携帯端末６１における、現在のDSCHチャンネルの受信
品質ＳＩＲの推定値とする。
【０２１１】
　いま、最新の受信品質メッセージから、Ｎフレーム前までの受信品質メッセージを用い
て、携帯端末６１における、現在のDSCHチャンネルの最終的な受信品質ＳＩＲを推定する
こととした場合、その推定は、次式によって行うことができる。
【０２１２】
　　　ＳＩＲ＝Σ(w[i]×(SIRDSCH[i]＋α[i]△SIR[i]）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（６）
【０２１３】
　但し、式（６）において、SIRDSCH[i]は、最新の受信品質メッセージからiフレーム前
の受信品質メッセージが表す受信品質を示し、△SIR[i]は、その受信品質メッセージにつ
いての報告遅延時間に亘って積算された電力制御情報TPCの積算値を表す。また、α[i]は
、積算値△SIR[i]に対する重み係数である。さらに、w[i]は、最新の受信品質メッセージ
からiフレーム前の受信品質メッセージが表す受信品質SIRDSCH[i]と積算値△SIR[i]から
求められる、現在のDSCHチャンネルの受信品質に対する重み係数である。さらに、Σは、
iを、０からＮに変えてのサメーションを表す。
【０２１４】
　ここで、重み係数w[i]は、iについてサメーションをとった場合に１となるものであり
、さらに、例えば、式w[i]≦w[i-1]を満たすものであることが望ましい。
【０２１５】
　なお、式（６）によれば、最新の受信品質メッセージから、Ｎフレーム前までの受信品
質メッセージのすべてが用いられることとなるが、携帯端末６１における、現在のDSCHチ
ャンネルの受信品質ＳＩＲは、そのような連続する複数フレームそれぞれの受信品質では
なく、いわば飛び飛びの複数フレームの受信品質メッセージを用いて推定することも可能
である。
【０２１６】
　また、図１８で説明したような受信品質の推定方法は、図１７に示したように、携帯端
末６１から、数フレームおきに、受信品質メッセージが送信されてくる場合にも適用可能
である。
【０２１７】
　次に、図１９は、DSCHチャンネルの受信品質を、受信品質メッセージのみから推定した
場合と、図１５で説明したように、受信品質メッセージと電力制御情報とから推定した場
合のシミュレーション結果を示している。
【０２１８】
　図１９において、横軸は、DSCHチャンネルの受信品質を表しており、縦軸は、基地局６
２のスループットを正規化したものを表している。
【０２１９】
　また、図１９では、●印が、DSCHチャンネルの受信品質を、受信品質メッセージのみか
ら推定した場合のスループットを表しており、▲印が、DSCHチャンネルの受信品質を、受
信品質メッセージと電力制御情報から推定した場合のスループットを表している。なお、
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報告遅延時間ＴDは、４フレーム分の時間としてある。
【０２２０】
　図１９から、DSCHチャンネルの受信品質を、受信品質メッセージと電力制御情報とから
推定することにより、受信品質メッセージのみから推定した場合に比較して、スループッ
トが向上していることが分かる。
【０２２１】
　なお、携帯端末６１が、基地局６２だけでなく、他の基地局とも通信しているような、
いわゆるソフトハンドオフ（ソフトハンドオーバ）状態となっている場合には、DSCHチャ
ンネルの受信品質は、電力制御情報を用いずに、あるいは、電力制御情報に対する重みを
非常に小さくして推定するのが望ましい。これは、次のような理由による。
【０２２２】
　即ち、制御データが送信されるDPCHチャンネルについては、ユーザに対する割り当てを
規則的に行う必要があるため、ソフトハンドオフ時には、携帯端末６１において、複数の
基地局からの信号を合成し（例えば、いわゆるフィンガ（finger）の出力を合成するＲＡ
ＫＥ受信を行い）、これにより、受信品質を改善することが行われる。しかしながら、適
応変調符号化されたパケットデータが送信されるDSCHチャンネルについては、ユーザに対
する割り当てが不規則に行われるため、携帯端末６１に対して、複数の基地局からデータ
送信が可能であっても、１つの基地局のみからデータ送信が行われることが多い。従って
、ソフトハンドオフ時には、RAKE受信によって、DPCHチャンネルの受信品質は向上しても
、DSCHチャンネルの受信品質は向上しない。
【０２２３】
　また、携帯端末６１において、DPCHチャンネルの信号が合成された場合（RAKE受信され
た場合）、電力制御情報TPCは、その合成された信号に基づいて生成される。
【０２２４】
　従って、この場合、電力制御情報TPCが表すDPCHチャンネルの受信品質の変化は、DSCH
チャンネルの受信品質の変化として捉えることはできない。その結果、DSCHチャンネルの
受信品質を、電力制御情報TPCを加味して推定したのでは、その推定精度が、却って悪化
することがある。
【０２２５】
　そこで、携帯端末６１が、複数の基地局と通信している場合には、DSCHチャンネルの受
信品質は、電力制御情報を用いずに、あるいは、電力制御情報に対する重みを非常に小さ
くして推定するのが望ましい。なお、このような推定は、式（４）における重み係数αを
０とするか、または０に近い値とすることによって行うことができる。
【０２２６】
　次に、図２０は、図１４の制御部８６の構成例を示している。
【０２２７】
　制御部８６は、図１４のバッファ１２1乃至１２Nと同一の数であるＮ個ずつの平均部９
２1乃至９２Nと演算器９３1乃至９３N、並びに、１つずつのモード割り当て部９１とリソ
ース割り当て部９４から構成されている。
【０２２８】
　モード割り当て部９１には、通信リンクが確立されているユーザの携帯端末６１におけ
る、DSCHチャンネルの受信品質（の推定値）が、受信品質判定部８５から供給される。さ
らに、モード割り当て部９１には、リソース割り当て部９４において、後述するリソース
割り当て処理が行われることにより得られるユーザ選択情報も供給されるようになってい
る。
【０２２９】
　ここで、ユーザ選択情報は、通信リンクが確立されているユーザの携帯端末６１のいず
れに、DSCHチャンネルを割り当てるかを表すものであり、具体的には、例えば、ここでは
、バッファ１２1乃至１２Nのうち、DSCHチャンネルを割り当てるユーザ宛のパケットデー
タが記憶されているものを表す。
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【０２３０】
　モード割り当て部９１は、ユーザ選択情報が表すバッファ１２nに記憶されたパケット
データを、そのパケットデータの宛先となっているユーザの携帯端末６１に送信するとき
の変調符号化モードを、そのユーザの携帯端末６１における、DSCHチャンネルの受信品質
に基づいて決定し、その変調符号化モードを出力する。この変調符号化モードは、図１４
で説明したように、適応変調符号化部１４と制御データ生成部２３に供給される。
【０２３１】
　通信リンクが確立されているユーザの携帯端末６１における、DSCHチャンネルの受信品
質は、モード割り当て部９１に供給される他、そのユーザに割り当てられているバッファ
１２nに対応する平均部９２nにも供給される。
【０２３２】
　平均部９２nは、バッファ１２nに割り当てられたユーザの携帯端末６１における受信品
質について、例えば、その携帯端末６１との通信リンクが確立されてからの平均値を、そ
の携帯端末６１における受信品質の代表値として計算し、演算器９３nに供給する。
【０２３３】
　なお、携帯端末６１における受信品質は、受信品質判定部８５から、例えば、フレーム
単位で供給されるから、平均部９２nは、そのようにフレーム単位で受信品質が供給され
るごとに、新たに平均値を計算し直して、演算器９３nに供給する。
【０２３４】
　ここで、このように、平均部９２nにおいて、携帯端末６１における受信品質の、ある
程度の期間に亘る平均値を計算することで、受信品質から、フェージング等の伝送路の品
質の瞬時変動成分が除去されることになる。
【０２３５】
　また、ここでは、携帯端末６１における受信品質の代表値として、単純な平均値を計算
することとしたが、その他、例えば、移動平均値や、重み付け平均値などを計算するよう
にすることも可能である。さらに、携帯端末６１における受信品質の代表値として、重み
付け平均値を計算する場合には、例えば、現在時刻に近い受信品質ほど、重みを大きくす
ることができる。
【０２３６】
　演算器９３nには、平均部９２nから、対応するバッファ１２nに割り当てられたユーザ
の携帯端末６１における受信品質の平均値が供給される他、その携帯端末６１における最
新の受信品質も供給されるようになっている。そして、演算器９３nは、最新の受信品質
と、受信品質の平均値との差分（以下、適宜、受信品質差分という）を演算し、リソース
割り当て部９４に供給する。
【０２３７】
　リソース割り当て部９４には、平均部９２1乃至９２Nそれぞれから、受信品質差分が供
給される他、バッファ１２1乃至１２Nそれぞれに割り当てられたユーザの携帯端末６１に
おける最新の受信品質も供給されるようになっている。さらに、リソース割り当て部９４
には、バッファ１２1乃至１２Nそれぞれから、そのデータ蓄積量（バッファ蓄積量ともい
う）も供給されるようになっている。
【０２３８】
　リソース割り当て部９４は、以上の受信品質差分、最新の受信品質、およびバッファ蓄
積量等に基づき、リソース割り当て処理を行い、DSCHチャンネルを割り当てる携帯端末６
１のユーザを決定する。そして、リソース割り当て部９４は、そのユーザに割り当てられ
たバッファ１２nを表すユーザ選択情報を、モード割り当て部９１に供給するとともに、
図１４の選択部１３に供給する。
【０２３９】
　図１４の選択部１３では、このようにして、リソース割り当て部９４から供給されるユ
ーザ選択情報が表すバッファ１２nが選択され、そこに蓄積されたパケットデータが読み
出されて、適応変調符号化部１４に供給される。
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【０２４０】
　次に、図２１のフローチャートを参照して、図２０のリソース割り当て部９４で行われ
るリソース割り当て処理について説明する。
【０２４１】
　リソース割り当て処理では、まず最初に、リソース割り当て部９４は、ステップＳ３１
において、バッファ１２nのバッファ蓄積量num_byteが０バイトより大であるかどうか、
即ち、バッファ１２nに、パケットデータが記憶されているかどうかを判定する。
【０２４２】
　ステップ３１において、バッファ１２nのバッファ蓄積量num_byteが０バイトより大で
ないと判定された場合、即ち、バッファ１２nに割り当てられたユーザの携帯端末６１に
送信すべきパケットデータが存在しない場合、ステップＳ３２に進み、リソース割り当て
部９４は、そのユーザに対してDSCHチャンネルを割り当てることを評価するための評価値
evaに、０をセットし、ステップＳ３８に進む。
【０２４３】
　また、ステップＳ３１において、バッファ１２nのバッファ蓄積量num_byteが０バイト
より大であると判定された場合、即ち、バッファ１２nに割り当てられたユーザの携帯端
末６１に送信すべきパケットデータが存在する場合、ステップＳ３３に進み、リソース割
り当て部９４は、そのバッファ蓄積量num_byteを、評価値evaを計算するための第１の引
数byte_evaにセットし、ステップＳ３４に進む。
【０２４４】
　ステップＳ３４では、リソース割り当て部９４は、現在時刻ｔから、バッファ１２nに
割り当てられたユーザの携帯端末６１に対してDSCHチャンネルを割り当てられた最新の時
刻last_tを減算することにより、そのユーザに対するDSCHチャンネルの割り当て頻度とし
て、DSCHチャンネルを使用するのに待っている待ち時間を求め、評価値evaを計算するた
めの第２の引数t_evaにセットする。
【０２４５】
　さらに、リソース割り当て部９４は、ステップＳ３５に進み、平均部９２nからの受信
品質差分delta_SIRを、評価値evaを計算するための第３の引数d_SIR_evaにセットして、
ステップＳ３６に進む。ステップＳ３６では、リソース割り当て部９４は、バッファ１２

nに割り当てられたユーザの携帯端末６１における最新の受信品質SIRを、評価値evaを計
算するための第４の引数SIR_evaにセットし、ステップＳ３７に進む。
【０２４６】
　ステップＳ３７では、リソース割り当て部９４は、例えば、次式にしたがって、評価値
evaを演算し、ステップＳ３８に進む。
【０２４７】
　　　eva＝w1×t_eva＋w2×d_SIR_eva＋w3×SIR_eva＋w4×byte_eva
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（７）
【０２４８】
　但し、式（７）において、w1,w2,w3,w4は、重み係数である。
【０２４９】
　リソース割り当て部９４は、ステップＳ３１乃至３８の処理を、バッファ１２1乃至１
２Nに割り当てられたユーザすべてについて行い、各ユーザについて、式（７）の評価値e
vaを求める。
【０２５０】
　そして、ステップＳ３８に進み、リソース割り当て部９４は、評価値evaが最大のユー
ザを求め、そのユーザに対して、DSCHチャンネルを割り当てることを決定する。さらに、
リソース割り当て部９４は、そのユーザに割り当てられているバッファ１２nを表すユー
ザ選択情報を生成して出力する。
【０２５１】
　なお、ここでは、DSCHチャンネルが１チャンネルだけ存在すると仮定している。DSCHチ
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ャンネルが、複数であるＬチャンネルだけ存在する場合、ステップＳ３８では、例えば、
評価値evaが、上位Ｌ位以内のユーザを求め、そのＬ人のユーザに対して、DSCHチャンネ
ルを割り当てることが決定される。但し、DSCHチャンネルがＬチャンネル存在する場合で
あっても、評価値evaが最大のユーザだけを求め、そのユーザに、Ｌチャンネルを割り当
てて、Ｌ倍のデータ転送レートを提供することが可能である。また、DSCHチャンネルが複
数存在する場合には、複数のユーザに対して、複数のDSCHチャンネルを割り当てたり、あ
るユーザに対して、１のDSCHチャンネルを割り当てるとともに、他のユーザに対して、複
数のDSCHチャンネルを割り当てること等も可能である。
【０２５２】
　その後、ステップＳ３９に進み、リソース割り当て部９４は、直前のステップＳ３８に
おいて、DSCHチャンネルを割り当てることを決定したユーザ（選択ユーザ）についての、
上述の変数last_tを、現在時刻に更新し、リソース割り当て処理を終了する。
【０２５３】
　なお、リソース割り当て処理は、例えば、DSCHチャンネルのフレーム単位で行われる。
【０２５４】
　以上のように、どのユーザに対して、DSCHチャンネルを割り当てるかが、受信品質差分
に基づいて決定されるので、基地局６２のサービスエリアとしてのセル内に存在する携帯
端末６２に対して、DSCHチャンネルを、なるべく公平に割り当てるとともに、基地局６２
のスループットを、なるべく高いレベルで維持することができる。
【０２５５】
　即ち、DSCHチャンネルを、受信品質差分に基づいて割り当てる場合には、どの携帯端末
６１に注目しても、DSCHチャンネルは、その注目携帯端末６１における受信品質が、その
平均値よりも大のときだけ割り当てられる。従って、この場合、基地局６２から近い位置
に存在し、受信品質の平均値が高いユーザも、基地局６２から遠い位置に存在し、受信品
質の平均値が低いユーザも、平等に扱われることになる。
【０２５６】
　さらに、受信品質の平均値が高いユーザに注目した場合には、最新の受信品質が、その
平均値よりも大のときに、DSCHチャンネルが割り当てられるから、データ伝送効率を大き
く向上させることができる。また、受信品質の平均値が低いユーザに注目した場合には、
最新の受信品質が、その平均値よりも大のときに、DSCHチャンネルが割り当てられるから
、即ち、受信品質が悪い中でも、比較的良くなっているときに、DSCHチャンネルが割り当
てられるから、最新の受信品質が、その平均値よりも小のときに割り当てられるときより
は、伝送効率を向上させることができる。
【０２５７】
　なお、図２１の実施の形態においては、受信品質差分だけでなく、バッファ蓄積量、待
ち時間、最新の受信品質をも用い、それぞれに重みを付して、評価値evaを求め、その評
価値evaに基づいて、DSCHチャンネルの割り当てを決定するようにしているので、その重
みの設定の仕方によって、各種の目的（用途）にあったDSCHチャンネルの割り当てが可能
となる。
【０２５８】
　即ち、例えば、基地局６２のスループットの向上に重点をおく場合には、受信品質差分
と最新の受信品質の重みを大きくし、他の重みを小さくすれば良い。また、例えば、基地
局６２のサービスエリアとしてのセル内に存在するユーザに、公平にサービスを提供する
ことに重点をおく場合には、受信品質差分と待ち時間の重みを大きくし、他の重みを小さ
くすれば良い。さらに、例えば、バッファ１２nのオーバーフローを防止することに重点
をおく場合には、受信品質差分とバッファ蓄積量の重みを多くし、他の重みを小さくすれ
ば良い。
【０２５９】
　また、受信品質差分、バッファ蓄積量、待ち時間、最新の受信品質それぞれに対する重
みは、固定の値ではなく、可変の値とすることが可能である。この場合、重みは、基地局
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６２の運用者が任意に変更することも可能であるし、場合に応じて、自動的に変更するこ
とも可能である。即ち、例えば、リアルタイム性の高いパケットデータが、バッファ１２

nに存在する場合には、そのようなパケットデータがバッファ１２nに存在する間だけ、バ
ッファ蓄積量に対する重みを大きい値に変更するようにすること等が可能である。
【０２６０】
　なお、図２０の実施の形態では、リソース割り当て部９４において、リソース割り当て
処理に用いる受信品質として、受信品質判定部８５において求められた精度の高い受信品
質を採用することとしたが、リソース割り当て処理には、受信品質メッセージだけから得
られる受信品質を採用することも可能である。
【０２６１】
　次に、図９の実施の形態では、本発明を、携帯端末が、基地局に対して、受信品質を表
す受信品質メッセージを送信する通信システムに適用した場合について説明したが、本発
明は、その他、例えば、携帯端末が、基地局に対して、直接、所定の変調符号化モードを
要求するモード要求メッセージを送信する通信システムに適用することも可能である。
【０２６２】
　即ち、図２２は、携帯端末が、基地局に対して、受信品質メッセージに替えて、要求す
る変調符号化モードを表すモード要求メッセージを送信する通信システムの構成例を示し
ている。
【０２６３】
　携帯端末１０１1乃至１０１3は、例えば、図１の携帯端末１や図９の携帯端末６１と同
様に、携帯電話機その他のＰＤＡ(Personal Digital Assistance)で構成され、基地局１
０２との間で、AMCS通信方式を採用したW-CDMA通信を行う。
【０２６４】
　なお、図２２でも、図１や図９における場合と同様に、３台の携帯端末１０１1乃至１
０１3を示してあるが、携帯端末の数は、特に限定されるものではない。
【０２６５】
　ここで、以下、携帯端末１０１1乃至１０１3を、特に区別する必要がない限り、携帯端
末１０１と記述する。
【０２６６】
　基地局１０２は、自身がカバーしている範囲（セル）内にある携帯端末１０１との間で
の、AMCS通信方式を採用したW-CDMA通信の制御を行い、即ち、携帯端末１０１に対して、
通信を行うための伝送帯域その他の通信資源を割り当て、これにより、例えば、他の基地
局（図示せず）から送信されてくる他の携帯端末（図示せず）からのデータや、インター
ネットのＷＷＷサーバからのＷｅｂページのデータ、メールサーバからのメール等を受信
して、携帯端末１０１に送信する。あるいは、また、基地局１０２は、例えば、携帯端末
１０１から送信されてくるデータを受信して、他の基地局や、インターネット等の所定の
ネットワークに送信する。
【０２６７】
　携帯端末１０１と基地局１０２との間のAMCS通信は、例えば、図２３に示すようなやり
とりが行われることで実現される。
【０２６８】
　即ち、基地局１０２は、携帯端末１０１に対して、図２３（Ａ）に示すように、例えば
、所定のフレーム単位で、適応変調符号化を行い、下りのあるチャンネル（データチャン
ネル）によって、データを送信する。AMCS通信では、フレーム単位で、符号化率や多値変
調度数が変化するので、基地局１０２は、携帯端末１０１に対して、前述の図２（Ｂ）と
同様の図２３（Ｂ）に示すように、固定の符号化率と多値変調度数によって変調と符号化
が行われる他の下りのチャンネル（制御チャンネル）によって、直前のフレームの符号化
率と多値変調度数を表す送信パラメータとしての変調符号化モードを送信する。携帯端末
１０１は、この送信パラメータとしての変調符号化モードを受信することによって、直後
のフレームの符号化率と多値変調度数を認識し、基地局１０２から送信されてくる直後の
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フレームの復調および復号を行う。
【０２６９】
　基地局１０２は、上述のように、携帯端末１０１に対して、変調符号化モードを知らせ
るが、図２２の通信システムにおける基地局１０２では、この変調符号化モードの設定（
決定）は、携帯端末１０１から送信されてくるモード要求メッセージに基づいて行われる
。
【０２７０】
　即ち、携帯端末１０１は、基地局１０２から送信されてくる信号の受信品質を求め、さ
らに、その受信品質に基づき、自身に適切な変調符号化モードを認識し、その変調符号化
モードを要求するモード要求メッセージを生成する。そして、携帯端末１０１は、図２３
（Ｃ）に示すように、そのモード要求メッセージを、上りのチャンネル（制御チャンネル
）によって、基地局１０２に送信する。基地局１０２は、このモード要求メッセージに対
応する変調符号化モード（送信モード）を設定し、図２３（Ｂ）に示したように、その変
調符号化モードを、携帯端末１０１に送信する。
【０２７１】
　ここで、基地局１０２は、携帯端末１０１からのモード要求メッセージと、下りデータ
チャンネル（図２３（Ａ））のリソースに基づいて、携帯端末１０１に対する変調符号化
モードを設定する。
【０２７２】
　そして、基地局１０２は、図２３（Ａ）に示したように、直後のフレームを、設定した
変調符号化モードに対応する符号化率と多値変調度数によって適応変調符号化し、携帯端
末１０１に送信する。
【０２７３】
　一方、携帯端末１０１では、上述のようにして、データチャンネルによって、基地局１
０２から送信されてくるフレームに含まれるデータが受信される。そして、携帯端末１０
１は、基地局１０２からのデータを正常受信することができた場合、次のデータを要求す
るメッセージを、必要なモード要求メッセージとともに、基地局１０２に送信する。また
、携帯端末１０１は、基地局１０２からのデータを正常受信することができなかった場合
、そのデータの再送を要求する再送要求メッセージを、基地局１０２に送信する（図２３
（Ｃ））。
【０２７４】
　なお、図２３の実施の形態では、モード要求メッセージの送信（図２３（Ｃ））、その
モード要求メッセージに基づいて設定された変調符号化モードの送信（図２３（Ｂ））、
その変調符号化モードでのデータの送信（図２３（Ａ））が、フレーム周期で行われるよ
うになっている。但し、モード要求メッセージの送信（図２３（Ｃ））、変調符号化モー
ドの送信（図２３（Ｂ））、データの送信（図２３（Ａ））は、その他の周期で行うこと
も可能である。
【０２７５】
　また、携帯端末１０１と基地局１０２との間でやりとりされるデータのフォーマットは
、図１０に示した場合と同一であるため、その説明は省略する。
【０２７６】
　次に、図２４は、図２２の基地局１０２の構成例を示している。なお、図中、図３の基
地局２または図１４の基地局６２における場合と対応する部分については、同一の符号を
付してあり、以下では、その説明は、適宜省略する。
【０２７７】
　再送要求メッセージ抽出部１１１は、復調部１９からの信号に、再送要求メッセージが
含まれている場合に、その再送要求メッセージを抽出し、制御部１１４に供給するととも
に、復調部１９からの信号を、モード要求メッセージ抽出部１１２に供給する。
【０２７８】
　モード要求メッセージ抽出部１１２は、再送要求メッセージ抽出部１１１から供給され
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る信号から、モード要求メッセージを抽出し、モード設定部１１３に供給する。
【０２７９】
　なお、再送要求メッセージおよびモード要求メッセージは、例えば、上述の受信品質メ
ッセージと同様に、フレームごとに配置され、DPDCHチャンネル（図１０（Ａ））のデー
タ部に配置され、携帯端末１０１から基地局１０２に送信されるようになっており、従っ
て、再送要求メッセージ抽出部１１１とモード要求メッセージ抽出部１１２は、DPDCHチ
ャンネルに配置されたデータから、再送要求メッセージとモード要求メッセージを、それ
ぞれ抽出する。
【０２８０】
　モード設定部１１３は、モード要求メッセージ抽出部１１２からのモード要求メッセー
ジと、基地局１０２のリソースに基づいて、携帯端末１０１に対する変調符号化モードを
設定し、制御部１１３に供給する。
【０２８１】
　即ち、モード設定部１１３は、例えば、リソースが十分な場合には、モード要求メッセ
ージ抽出部１１２からのモード要求メッセージが表す変調符号化モードを設定する。また
、モード設定部１１３は、例えばリソースが不十分な場合には、そのリソースの範囲内で
設定可能な変調符号化モードを設定する。
【０２８２】
　制御部１１４は、モード設定部１１３で設定された変調符号化モードを、適応変調符号
化部１４および制御データ作成部２３に供給する。さらに、制御部１１４は、モード設定
部１１３で設定された変調符号化モードで送信するパケットデータを記憶しているバッフ
ァ１２nを、例えば、図３の制御部２２における場合と同様にして、選択部１３に選択さ
せる。
【０２８３】
　選択部１３で選択されたバッファ１２nに記憶されているパケットデータは、適応変調
符号化部１４に供給される。適応変調符号化部１４では、制御部１１４から供給される変
調符号化モードにしたがい、選択部１３からのパケットデータが適応変調符号化され、さ
らに、その結果得られる変調信号が、再送バッファ１１５に供給される。
【０２８４】
　再送バッファ１１５は、適応変調符号化部１４から供給される変調信号を一時記憶して
、拡散部１５に供給し、以下、図１４の基地局６２における場合と同様の処理が行われる
。
【０２８５】
　なお、制御部１１４は、再送要求メッセージ抽出部１１１から再送要求メッセージを受
信した場合、モード設定部１１３が出力する変調符号化モードを無視する。さらに、制御
部１１４は、再送バッファ１１５を制御することにより、再送要求メッセージ抽出部１１
１からの再送要求メッセージによって再送が要求されているパケットデータを含む変調信
号を、再度、拡散部１５に供給させる。これにより、再送要求メッセージによって再送が
要求されたパケットデータの再送が行われる。
【０２８６】
　また、制御部１１４は、再送要求メッセージを受信した場合、制御データ生成部２３を
制御することにより、前回と同一の変調符号化モードと、再送を表す再送フラグとを、制
御データに含めさせる。以上のように、基地局１０２では、携帯端末１０１からデータの
再送要求メッセージを受信した場合、そのデータが、前回送信したのと同一の変調符号化
モードで送信される。
【０２８７】
　なお、この場合、制御部１１４は、適応変調符号化部１４を制御し、例えば、再送が要
求されたデータの再送が完了するまで、携帯端末１０１に対する次のパケットデータの処
理を停止させる。
【０２８８】
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　次に、図２５は、図２２の携帯端末１０１の構成例を示している。なお、図中、図８の
携帯端末１または図１１の携帯端末６１における場合と対応する部分については、同一の
符号を付してあり、以下、その説明は、適宜省略する。
【０２８９】
　図２５の実施の形態では、データ復調復号部４９が出力するパケットデータが、誤り検
出部１２１に供給される。
【０２９０】
　誤り検出部１２１は、データ復調復号部４９から供給されるパケットデータについて、
例えば、ＣＲＣ(Cyclic Redundancy Check)コードによる誤り検出を行う。
【０２９１】
　即ち、パケットデータには、ＣＲＣコードが含まれており、誤り検出部１２１は、デー
タ復調復号部４９から供給されるパケットデータについて、ＣＲＣコードによるパリティ
検出を行うことで、誤り検出を行う。そして、誤り検出部１２１は、パケットデータから
の誤り検出結果を、再送要求メッセージ生成部１２２に供給する。
【０２９２】
　再送要求メッセージ生成部１２２は、誤り検出部１２１からの誤り検出結果にしたがい
、データ要求メッセージまたは再送要求メッセージを生成し、再送要求メッセージ挿入部
１２３に供給する。
【０２９３】
　即ち、再送要求メッセージ生成部１２２は、パケットデータから誤りが検出された旨の
誤り検出結果を受信した場合、つまり、パケットデータを正常受信することができなかっ
た場合、そのパケットデータの再送を要求する再送要求メッセージを生成し、再送要求メ
ッセージ挿入部１２３に供給する。また、再送要求メッセージ生成部１２２は、パケット
データから誤りが検出されなかった旨の誤り検出結果を受信した場合、つまり、パケット
データを正常受信することができた場合、次のパケットデータの送信を要求するデータ要
求メッセージを生成し、再送要求メッセージ挿入部１２３に供給する。
【０２９４】
　ここで、再送要求メッセージおよびデータ要求メッセージとしては、例えば、１ビット
のフラグを用いることができる。この場合、例えば、値が１となっているフラグは、再送
要求メッセージを表し、値が０となっているフラグは、データ要求メッセージを表すもの
とすることができる。
【０２９５】
　また、誤り検出部１２１は、パケットデータについての誤り検出を、フレーム単位で行
うようになっており、従って、再送要求メッセージ生成部１２２は、再送要求メッセージ
またはデータ要求メッセージを、フレーム単位で生成して出力する。
【０２９６】
　再送要求メッセージ挿入部１２３には、再送要求メッセージ生成部１２２から再送要求
メッセージまたはデータ要求メッセージが供給される他、送信データが供給される。
【０２９７】
　再送要求メッセージ挿入部１２３は、送信データを、DPDCHチャンネルのデータ部（図
１０（Ａ））に配置し、モード要求メッセージ１２４に出力するとともに、再送要求メッ
セージ生成部１２２からフレーム単位で供給される再送要求メッセージまたはデータ要求
メッセージを、DPDCHチャンネルのフレームの所定の位置に配置して、モード要求メッセ
ージ１２４に出力する。
【０２９８】
　モード要求メッセージ挿入部１２４には、再送要求メッセージ挿入部１２３の出力の他
、後述するモード選択部１２５から、例えば、フレーム周期のタイミングで、モード要求
メッセージが供給される。
【０２９９】
　モード要求メッセージ挿入部１２４は、モード選択部１２５からフレーム周期で供給さ
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れるモード要求メッセージを、再送要求メッセージ挿入部１２３から供給されるDPDCHチ
ャンネルの、対応するフレームのデータ部（図１０（Ａ））に配置し、必要に応じて、フ
レーム単位で符号化して、電力制御ビット挿入部７４に供給する。
【０３００】
　一方、モード選択部１２５は、CPICH受信品質推定部５０の出力に基づき、携帯端末１
０１にとって適切な変調符号化モードを選択し、その変調符号化モードでのデータの送信
を要求するモード要求メッセージを生成して、モード要求メッセージ挿入部１２４に供給
する。
【０３０１】
　即ち、CPICH受信品質推定部５０は、図１２の受信品質推定処理で説明したように、DSC
Hチャンネルの信号の受信品質ＳＩＲDSCHを、フレーム周期で求め、モード選択部１２５
に供給する。
【０３０２】
　モード選択部１２５は、CPICH受信品質推定部５０から供給される受信品質ＳＩＲDSCH

に基づき、例えば、上述の３つの変調符号化モード＃０乃至＃２の中から、誤り率（FER(
Frame Error Rate)）が、所定値以下となり、かつ伝送効率の良いものを選択する。
【０３０３】
　具体的には、モード選択部１２５は、例えば、図２６に示すように、変調符号化モード
＃０乃至＃２それぞれについて、各変調符号化モードにおける受信品質ＳＩＲDSCHと誤り
率との関係を記憶しており、CPICH受信品質推定部５０から供給される受信品質ＳＩＲDSC

Hに基づいて、例えば、誤り率が１０％以下となる変調符号化モードのうち、伝送効率の
良いものを選択する。
【０３０４】
　従って、図２６の実施の形態によれば、例えば、受信品質ＳＩＲDSCHが－８ｄＢ以下の
場合には、変調符号化モード＃０が選択される。また、受信品質ＳＩＲDSCHが－８ｄＢよ
り大きく、かつ－４ｄＢ未満の場合には、変調符号化モード＃１が選択される。さらに、
受信品質ＳＩＲDSCHが－４ｄＢ以上の場合には、変調符号化モード＃２が選択される。
【０３０５】
　ところで、上述のように、図２２の通信システムのように、受信品質メッセージに替え
て、モード要求メッセージを送信する通信システムにおいても、図１の通信システムにお
ける場合と同様に、携帯端末１０１が受信品質ＳＩＲDSCHを求めてから、その受信品質Ｓ
ＩＲDSCHに基づいて選択されたモード要求メッセージが、基地局１０２において認識され
るまでには、少なからず遅延が存在する。
【０３０６】
　従って、基地局１０２において、携帯端末１０１からのモード要求メッセージが認識さ
れ、そのモード要求メッセージに基づいて設定された変調符号化モードによるデータの送
信が開始されたときには、既に、携帯端末１０１における受信品質ＳＩＲDSCHが大きく変
化しており、その結果、最適な変調符号化モードでのデータの送信を行うことができず、
伝送効率が劣化することになる。
【０３０７】
　この問題は、前述の図１の通信システムにおける場合と同様に、特に、携帯端末１０１
のユーザが、電車等で高速に移動している場合など、伝送路の特性が急速に変化する場合
に、顕著に現れる。
【０３０８】
　一方、伝送効率向上の観点からは、携帯端末１０１によるモード要求メッセージの送信
周期を長くするのが望ましいが、この場合も、前述の図１の通信システムにおける場合と
同様に、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCHが、モード要求メッセージが
表す変調符号化モードが選択されたときの受信品質ＳＩＲDSCHと大きくかけ離れたものと
なることがあり、適応変調符号化による伝送効率の向上が妨げられることになる。
【０３０９】
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　そこで、図２７は、携帯端末から基地局に対して、モード要求メッセージを送信し、基
地局において、そのモード要求メッセージに基づいて、変調符号化モードを設定する場合
において、上述のような伝送効率の劣化等を防止（低減）する通信システムの一実施の形
態の構成例を示している。
【０３１０】
　なお、図中、図２２における場合と対応する部分については、同一の符号を付してあり
、以下では、その説明は、適宜省略する。即ち、図２７の通信システムは、基地局１０２
に替えて、基地局１３１が設けられている他は、基本的に、図２２における場合と同様に
構成されている。
【０３１１】
　図２８は、図２７の基地局１３１の構成例を示している。なお、図中、図１４の基地局
６２または図２４の基地局１０２における場合と対応する部分については、同一の符号を
付してあり、以下では、その説明は、適宜省略する。即ち、基地局１３１は、図２４の基
地局１０２におけるモード設定部１１３に替えて、モード設定部１４１が設けられて構成
されている。さらに、基地局１３１は、図２４の基地局１０２に対して、図１４の基地局
６２における電力制御ビットバッファ８３および積算部８４が新たに設けられて構成され
ている。
【０３１２】
　図２８の実施の形態では、モード設定部１４１に対して、モード要求メッセージ抽出部
１１２が出力するモード要求メッセージが供給される他、積算部８４において、電力制御
ビットバッファ８３に記憶された電力制御情報TPCを用い、式（３）にしたがって求めら
れる積算値△SIRも供給される。
【０３１３】
　そして、モード設定部１４１は、モード要求メッセージ抽出部１１２から供給されるモ
ード要求メッセージと、積算部８４から供給される、電力制御情報TPCの積算値△SIRの両
方に基づいて、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCHに対して適切な変調符
号化モードを設定し、制御部１１４に供給する。
【０３１４】
　即ち、携帯端末１０１では、図１５と同様の図２９に示すように、CPICHチャンネル（
図１０（Ｂ））の１フレームを、DSCHチャンネルの受信品質を測定する区間（SIR測定区
間）として、そのSIR測定区間における共通パイロット信号を観測することにより、式（
２）にしたがい、DSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲDSCHが求められ、さらに、その受信品
質ＳＩＲDSCHに対して適切な変調符号化モードが、図２６で説明したようにして選択され
る。そして、その選択された変調符号化モードを表すモード要求メッセージは、携帯端末
１０１において、DPDCHチャンネルのデータ部（図１０（Ａ））に配置され、フレームご
とに送信されてくるが、モード要求メッセージは符号化されているため、その復号が必要
であり、さらに、その復号は、基地局１３１において、モード要求メッセージが配置され
たフレームすべての受信が完了してからでないと行うことができない。
【０３１５】
　このため、基地局１３１において、携帯端末１０１から送信されてきたモード要求メッ
セージが表す変調符号化モードを設定し、その変調符号化モードによる適応変調符号化を
行うと、図２９に示すように、携帯端末１０１においてDSCHチャンネルの受信品質ＳＩＲ

DSCHが観測された時点から、かなりの時間が経過したタイミングで、基地局１３１におい
て、その受信品質ＳＩＲDSCHに基づいて選択された変調符号化モードによる適応変調符号
化が行われることになる。
【０３１６】
　なお、図２９も、図１５における場合と同様に、携帯端末１０１においてDSCHチャンネ
ルの受信品質ＳＩＲDSCHが観測された時点から、４フレームに対応する遅延時間が経過し
てから、基地局１３１において、その受信品質ＳＩＲDSCHに基づいて選択された変調符号
化モードによる適応変調符号化が行われることを表している。即ち、図２９は、いま、適
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応変調符号化を行おうとしているDSCHチャンネルのフレームである注目フレームについて
の変調符号化モードを設定するのに用いられる最新のモード要求メッセージが表す変調符
号化モードが、携帯端末１０１において、４フレームに対応する遅延時間だけ過去に選択
されたものであることを表している。
【０３１７】
　ここで、注目フレームのタイミングと、注目フレームについての変調符号化モードを設
定するためのモード要求メッセージを生成するのに用いられた受信品質ＳＩＲDSCHが携帯
端末１０１において求められたタイミングとの時間差も、以下、適宜、報告遅延時間ＴD

という。
【０３１８】
　基地局１３１において、注目フレームについて、モード要求メッセージが表す変調符号
化モードをそのまま設定すると、注目フレームの適応変調符号化が、報告遅延時間ＴDだ
け過去に、携帯端末１０１で求められた受信品質ＳＩＲDSCHに基づいて選択された変調符
号化モードで行われることとなる。従って、その報告遅延時間ＴDの間に、携帯端末１０
１における受信品質ＳＩＲDSCHが変わった場合には、注目フレームについて適切な適応変
調符号化を行うことができず、その結果、伝送効率が劣化することとなる。
【０３１９】
　そこで、モード設定部１４１は、モード要求メッセージだけでなく、DPCHチャンネルの
送信電力制御のための電力制御情報TPCをも用いて、注目フレームの変調符号化モードを
設定する。
【０３２０】
　即ち、電力制御情報TPCは、上述したように、携帯端末１０１から、スロット単位、つ
まり、モード要求メッセージが送信されてくる周期よりも短い周期（図１０に示したデー
タフォーマットによれば、モード要求メッセージが送信されてくる周期の１／５または１
／１５の周期）で送信されてくる。また、電力制御情報TPCは、符号化されずに送信され
るので、スロットを受信すれば、そのスロットに配置されている電力制御情報TPCを即座
に得ることができる。さらに、電力制御情報TPCは、携帯端末１０１におけるDPCHチャン
ネルの受信品質を維持するために、送信電力の調整を要求するものであるから、その値は
、DPCHチャンネルの受信品質が、過去の受信品質に比較して、向上したのか、または低下
したのかを表す。そして、DPCHチャンネルと、DSCHチャンネルとは、異なるチャンネルで
はあるが、同一周波数帯域にスペクトル拡散され、同時に伝送されるものであるから、DP
CHチャンネルの受信品質の変化は、DSCHチャンネルの受信品質の変化として捉えても、基
本的に問題はない。
【０３２１】
　そこで、モード設定部１４１は、モード要求メッセージに基づいて、変調符号化モード
を設定しようとしている注目フレームから、そのモード要求メッセージに対応する報告遅
延時間ＴDだけ遡った時点までの間に受信した電力制御情報TPCの積算値を加味して、注目
フレームの変調符号化モードを設定するモード設定処理を行う。
【０３２２】
　即ち、図３０は、モード設定部１４１が行うモード設定処理を説明するフローチャート
である。
【０３２３】
　モード設定部１４１は、まず最初に、ステップＳ５１において、注目フレームから、最
新のモード要求メッセージに対応する報告遅延時間ＴDだけ遡った時点までの間に受信し
た電力制御情報TPCの積算値を求めるように、積算部８４を制御する。
【０３２４】
　これにより、積算部８４は、電力制御ビットバッファ８３に記憶された電力制御情報TP
Cを用いて、上述の式（３）にしたがい、積算値△SIR［ｄＢ］を求める。
【０３２５】
　そして、ステップＳ５２に進み、モード設定部１４１は、積算値△SIRが正の値である
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かどうかを判定する。
【０３２６】
　ステップＳ５２において、積算値△SIRが正の値でないと判定された場合、即ち、携帯
端末１０１と基地局１３１との間の伝送路の品質が、最新のモード要求メッセージに対応
する報告遅延時間ＴDだけ遡った時点から劣化し、このため、携帯端末１０１における現
在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、最新のモード要求メッセージに対応する報告遅延時間ＴD

だけ遡った時点における受信品質（以下、適宜、報告受信品質という）、つまり、携帯端
末１０１において最新のモード要求メッセージを生成するのに用いられた受信品質ＳＩＲ

DSCHより悪くなっている場合、ステップＳ５３に進み、モード設定部１４１は、積算値△
SIRが、所定の負の閾値－ＴＨDOWN（ＴＨDOWN＞０）未満であるかどうかを判定する。
【０３２７】
　ステップＳ５３において、積算値△SIRが、所定の負の閾値－ＴＨDOWN未満であると判
定された場合、即ち、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報告受信
品質ＳＩＲDSCHに比較して、大きく劣化している場合、ステップＳ５４に進み、モード設
定部１４１は、最新のモード要求メッセージが表す変調符号化モード（以下、適宜、要求
モードという）＃ｉを、＃ｉ－１に補正し、その補正後の変調符号化モード＃ｉ－１を、
注目フレームの変調符号化モードとして、最終的に設定して、処理を終了する。
【０３２８】
　即ち、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報告受信品質ＳＩＲDS

CHに比較して、大きく劣化している場合には、要求モード＃ｉで注目フレームを送信する
と、誤り率FERが大になることによる再送回数の増大によって、伝送効率が劣化する。そ
こで、モード設定部１４１は、要求モード＃ｉよりもデータレートは低いが、雑音耐久性
が高い変調符号化モード＃ｉ－１を設定し、これにより、誤り率FERが大になることによ
る再送回数の増大によって、伝送効率が劣化することを防止する。
【０３２９】
　また、ステップＳ５３において、積算値△SIRが、所定の負の閾値－ＴＨDOWN未満でな
いと判定された場合、即ち、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報
告受信品質ＳＩＲDSCHに比較して劣化しているが、その劣化がそれほど大きくない場合、
ステップＳ５５に進み、モード設定部１４１は、要求モード＃ｉを、そのまま注目フレー
ムの変調符号化モードとして、最終的に設定し、処理を終了する。
【０３３０】
　即ち、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報告受信品質ＳＩＲDS

CHに比較して、それほど大きく劣化していない場合には、要求モード＃ｉで注目フレーム
を送信しても、誤り率FERにそれほど影響しないため、モード設定部１４１は、要求モー
ド＃ｉを、そのまま、注目フレームの変調符号化モードとして設定する。
【０３３１】
　一方、ステップＳ５２において、積算値△SIRが正の値であると判定された場合、即ち
、携帯端末１０１と基地局１３１との間の伝送路の品質が、最新のモード要求メッセージ
に対応する報告遅延時間ＴDだけ遡った時点から劣化し、このため、携帯端末１０１にお
ける現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報告受信品質ＳＩＲDSCHより向上している場合、ス
テップＳ５６に進み、モード設定部１４１は、積算値△SIRが、所定の正の閾値ＴＨUP（
ＴＨUP＞０）より大であるかどうかを判定する。
【０３３２】
　ステップＳ５６において、積算値△SIRが、所定の正の閾値ＴＨUPより大でないと判定
された場合、即ち、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報告受信品
質ＳＩＲDSCHに比較して向上しているが、それほど大きく向上していない場合、ステップ
Ｓ５５に進み、モード設定部１４１は、上述したように、要求モード＃ｉを、そのまま注
目フレームの変調符号化モードとして、最終的に設定し、処理を終了する。
【０３３３】
　即ち、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報告受信品質ＳＩＲDS
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CHに比較して、それほど大きく向上していない場合には、要求モード＃ｉで注目フレーム
を送信しても、誤り率FERにそれほど影響しないため、モード設定部１４１は、要求モー
ド＃ｉを、そのまま、注目フレームの変調符号化モードとして設定する。
【０３３４】
　また、ステップＳ５６において、積算値△SIRが、所定の正の閾値ＴＨUPより大である
と判定された場合、即ち、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報告
受信品質ＳＩＲDSCHに比較して、大きく向上している場合、ステップＳ５７に進み、モー
ド設定部１４１は、要求モード＃ｉを、＃ｉ＋１に補正し、その補正後の変調符号化モー
ド＃ｉ＋１を、注目フレームの変調符号化モードとして、最終的に設定して、処理を終了
する。
【０３３５】
　即ち、携帯端末１０１における現在の受信品質ＳＩＲDSCH’が、報告受信品質ＳＩＲDS

CHに比較して、大きく向上している場合には、要求モード＃ｉよりもデータレートは高い
が、雑音耐久性が低い変調符号化モードで、注目フレームを送信しても、誤り率FERを所
定の低い値に抑制することができる。そこで、モード設定部１４１は、要求モード＃ｉよ
りも雑音耐久性は低いが、データレートが高い変調符号化モード＃ｉ＋１を設定し、これ
により、誤り率FERを抑えながら、データレートを向上させることによって、伝送効率を
向上させる。
【０３３６】
　なお、図３０のモード設定処理は、適応変調符号化部１４において適応変調符号化され
る各フレームについて行われる。
【０３３７】
　また、本実施の形態では、変調符号化モードが、＃０，＃１，＃２の３種類だけである
ため、図３０において、要求モードが＃０である場合に、ステップＳ５４の処理が行われ
ても、変調符号化モードには、要求モード＃０がそのまま設定される。同様に、要求モー
ドが＃２である場合に、ステップＳ５７の処理が行われても、変調符号化モードには、要
求モード＃２がそのまま設定される。
【０３３８】
　以上のように、モード設定部１４１では、フレーム周期で得られるモード要求メッセー
ジが表す変調符号化モード（要求モード）が、より短いスロット周期で得られる電力制御
情報TPCに基づいて補正されることにより、最終的な変調符号化モードが設定されるので
、注目フレームについて、携帯端末１０１における現在の受信品質に適した適応変調符号
化が行われることになり、その結果、伝送効率の劣化を防止し、また、伝送効率を向上さ
せることができる。
【０３３９】
　なお、上述の場合には、＃０，＃１，＃２の３つの変調符号化モードを用いることとし
たが、その他、２つ、または４以上の変調符号化モードを採用することも可能である。
【０３４０】
　また、図３０の実施の形態では、電力制御情報TPCに基づいて、変調符号化モードを、
１モード分だけ補正するようにしたが、要求モードの補正は、２モード分以上行うことも
可能である。
【０３４１】
　次に、上述の場合には、携帯端末１０１において、フレームごとに、モード要求メッセ
ージを送信するようにしたが、モード要求メッセージは、例えば、図１７に示した受信品
質メッセージにおける場合と同様に、所定のフレーム数おきに送信するようにすることが
可能である。即ち、例えば、携帯端末１０１から基地局１０２への上り回線のリソースが
不足している場合には、携帯端末１０１からのモード要求メッセージの送信頻度を少なく
することができる。
【０３４２】
　ここで、図３１は、携帯端末１０１から、モード要求メッセージが、３フレームごとに
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送信される様子を示している。
【０３４３】
　モード要求メッセージが、数フレームごとに送信される場合、注目フレームによって、
報告遅延時間が変化するので、その変化を考慮して、電力制御情報TPCを積算する区間を
変更する必要がある。
【０３４４】
　即ち、例えば、図３１に示したように、モード要求メッセージが、３フレームごとに送
信される場合、基地局１３１において、あるモード要求メッセージ＃１が得られた後、次
のモード要求メッセージ＃２が得られるのは、その３フレーム分だけ後の時間である。従
って、モード要求メッセージ＃１が得られたタイミングの直後に送信されるのが、図３１
に示したように、第４フレームである場合には、モード要求メッセージ＃２が得られるの
は、第４フレームの３フレーム後の第７フレームが送信される直前である。
【０３４５】
　以上から、第４フレームから、第７フレームの直前まで、即ち、第６フレームまでの３
フレームについては、モード要求メッセージ＃１を用いて、携帯端末１０１に対する変調
符号化モードを設定する必要がある。
【０３４６】
　この場合、第４フレームについての報告遅延時間ＴD1は、図２９における場合と同様に
、報告遅延時間ＴDに等しくなる。しかしながら、第５フレームについての報告遅延時間
ＴD2と、第６フレームについての報告遅延時間ＴD3は、報告遅延時間ＴDに等しくならな
い。即ち、第５フレームについての報告遅延時間ＴD2は、報告遅延時間ＴDに、１フレー
ム分の時間を加算した時間となり、第６フレームについての報告遅延時間ＴD3は、報告遅
延時間ＴDに、２フレーム分の時間を加算した時間となる。
【０３４７】
　従って、モード要求メッセージが、数フレームごとに送信される場合には、積算部８４
において、上述のように、注目フレームごとに、報告遅延時間を変えて、電力制御情報TP
Cを積算する必要がある。なお、いずれのフレームが注目フレームになっているかは、フ
レームに付されるパケットフレーム番号により認識することができる。
【０３４８】
　以上のように、上り回線のリソースに応じて、携帯端末１０１からのモード要求メッセ
ージの送信頻度を変更する場合には、上り回線がリソース不足となる頻度を低減し、他の
ユーザへの干渉を抑制することができる。さらに、上述のように、モード要求メッセージ
の送信頻度を減らしても、注目フレームに対する変調符号化モードは、携帯端末１０１か
らのモード要求メッセージが表す変調符号化モード（要求モード）を、注目フレームにつ
いての報告遅延時間の間に受信された電力制御情報TPCの積算値に基づいて補正されるの
で、伝送効率の劣化を防止することができる。
【０３４９】
　なお、携帯端末１０１から、モード要求メッセージを送信する周期は、固定ではなく、
可変にすることが可能である。
【０３５０】
　また、ハンドオフが行われる場合において、携帯端末１０１が、基地局１０２だけでな
く、他の基地局とも通信しているソフトハンドオフ状態となっているときには、上述した
ように、電力制御情報TPCが表すDPCHチャンネルの受信品質の変化を、DSCHチャンネルの
受信品質の変化として捉えることはできない。このため、要求モードを、電力制御情報TP
Cに基づいて補正したのでは、伝送効率が悪化するおそれがある。
【０３５１】
　そこで、携帯端末１０１が、複数の基地局と通信しているソフトハンドオフ状態となっ
ている場合には、電力制御情報に基づく要求モードの補正を抑制するが望ましい。なお、
電力制御情報に基づく要求モードの補正の抑制は、例えば、モード設定部１４１において
、積算部８４による電力制御情報TPCの積算値を参照しないようにすることや、図３０の
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実施の形態における閾値－ＴＨDOWNおよびＴＨUPの絶対値を大に設定することで、容易に
行うことが可能である。
【０３５２】
　なお、ソフトハンドオフ状態では、基地局１３１において、上述のように、要求モード
の補正が抑制されるため、携帯端末１０１では、モード要求メッセージを、リソースが許
す範囲で、なるべく頻繁に（短い間隔で）、基地局１３１に送信するようにするのが望ま
しい。
【０３５３】
　即ち、ソフトハンドオフ状態では、基地局１３１のモード設定部１４１において、電力
制御情報による要求モードの補正、つまり、報告遅延時間の間の受信品質の変化に対応し
た変調符号化モードの補正が抑制されるため、モード要求メッセージの送信頻度が少ない
と、携帯端末１０１の現在の受信品質が、基地局１３１のモード設定部１４１において参
照されているモード要求メッセージを生成するのに用いられた携帯端末１０１の受信品質
から大きく変化している可能性が高くなる。そして、そのようなモード要求メッセージが
表す変調符号化モードで、適応変調符号化を行ったのでは、伝送効率が悪化することとな
る。
【０３５４】
　そこで、電力制御情報による要求モードの補正が抑制されている場合には、携帯端末１
０１において、モード要求メッセージを、なるべく頻繁に、基地局１３１に送信し、即ち
、報告遅延時間がなるべく短くなるように、モード要求メッセージを送信し、基地局１３
１では、そのようなモード要求メッセージに基づいて、変調符号化モードを設定するのが
望ましい。
【０３５５】
　なお、モード設定部１４１でも、図２３のモード設定部１１３における場合と同様に、
変調符号化モードの設定は、使用可能なリソースも考慮して行われる。
【０３５６】
　ここで、ハンドオフについて説明する。
【０３５７】
　上述した図１の通信システムにおいては（図９、図２２、および図２７の通信システム
においても同様）、携帯端末１と基地局２しか図示していないが、実際の通信システムで
は、基地局を管理、制御する基地局制御局が存在する。
【０３５８】
　図３２は、そのような基地局制御局を含めた通信システムの構成例を示している。
【０３５９】
　携帯端末３０１は、例えば、図８に示した携帯端末１と同様に構成されるもので、DSCH
チャンネル（パケットチャンネル）やDPCHチャンネル（個別チャンネル）を介して、基地
局３０２１や３０２２から送信されてくるデータを受信するなど、基地局３０２１や３０
２２との間で通信を行う。
【０３６０】
　なお、携帯端末３０１は、図８に示した携帯端末１と同様に構成する他、図１１に示し
た携帯端末６１や、図２５に示した携帯端末１０１と同様に構成することも可能である。
【０３６１】
　基地局３０２１および３０２２は、例えば、図３に示した基地局２と同様に構成される
もので、携帯端末３０１との間で、所定の信号強度の電波の送受信を行うことができる範
囲を、自身がサービスを提供するサービスエリア（セル）として、そのサービスエリア内
に存在する携帯端末１０１との間で通信を行う。
【０３６２】
　なお、基地局３０２１および３０２２は、図３に示した基地局２と同様に構成する他、
図１４に示した基地局６２や、図２４に示した基地局１０２、図２８や後述する図４２に
示す基地局１３１と同様に構成することも可能である。
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【０３６３】
　また、図３２においては（後述する図３３乃至図３８においても同様）、基地局３０２

１と３０２２がサービスを提供する範囲であるセルを、点線で囲んで示してある。
【０３６４】
　基地局制御局３０３は、基地局３０２１や３０２２、さらには、図示していない他の基
地局との間で、例えば有線による通信を行い、これにより、基地局３０２１や３０２２を
制御し、さらには、基地局３０２１や３０２２を経由して、携帯端末３０１を制御する。
【０３６５】
　図３２の実施の形態においては、携帯端末３０１は、基地局３０２１のみのセル内に存
在し、このため、携帯端末３０１は、基地局３０２１から、DSCHチャンネルやDPCHチャン
ネルを介して送信されてくるデータの受信等の通信サービスの提供を受ける。
【０３６６】
　基地局制御局３０３は、基地局３０２１および３０２２と通信することにより、基地局
３０２１や３０２２が通信サービスを提供している携帯端末を把握（認識）している。従
って、図３２の実施の形態では、基地局制御局３０３は、基地局３０２１が携帯端末３０
１に通信サービスを提供していることを認識している。
【０３６７】
　その後、携帯端末３０１のユーザが移動し、これにより、図３３に示すように、携帯端
末３０１が、基地局３０２１のセルと、基地局３０２２のセルとの重複範囲内に位置する
ようになると、即ち、携帯端末３０１が、基地局３０２１からの電波のみならず、基地局
３０２２からの電波も、通信可能な所定レベル以上の信号強度で受信可能となると、携帯
端末３０１は、基地局３０２２からの電波を検出した旨、およびその電波の信号強度を含
むメッセージを、現在、通信サービスの提供を受けている基地局３０２１に送信する。こ
の場合、基地局３０２１は、携帯端末３０１からのメッセージを、基地局制御局３０３に
転送する。
【０３６８】
　基地局制御局３０３は、基地局３０２１から転送されてきたメッセージに含まれる、携
帯端末３０１における基地局３０２２からの電波の信号強度に基づき、ハンドオフ、即ち
、携帯端末３０１への通信サービスを提供する基地局の切り換え（ここでは、基地局３０
２１から３０２２への切り換え）の必要性を判定する。
【０３６９】
　基地局制御局３０３は、ハンドオフの必要がないと判定した場合、即ち、例えば、携帯
端末３０１における基地局３０２２からの電波の信号強度が、所定の閾値以下の場合、基
地局３０２１に、携帯端末３０１に対する通信サービスの提供を続行させる。
【０３７０】
　一方、基地局制御局３０３は、ハンドオフの必要があると判定した場合、即ち、例えば
、携帯端末３０１における基地局３０２２からの電波の信号強度が、所定の閾値より大の
場合、図３４に示すように、ハンドオフ先（切り換え先）の基地局３０２２に対して、DP
CHチャンネルの各種のパラメータの設定を指示する。基地局３０２２は、基地局制御局３
０３の指示にしたがい、DPCHチャンネルのパラメータの設定を行い、これにより、携帯端
末３０１に対して、通信サービスの提供が可能な状態となる。
【０３７１】
　ここで、DPCHチャンネルのパラメータとしては、例えば、携帯端末３０１に通信サービ
スを提供するのに用いるフレーム（タイミング）や、スペクトル拡散時の拡散率などがあ
る。また、この場合、基地局制御局３０３は、ハンドオフ元（切り換え元）の基地局３０
２１におけるDPCHチャンネルのパラメータと同一のパラメータの設定を行うように、ハン
ドオフ先の基地局３０２２を制御する。これは、携帯端末３０１において、基地局３０２

１からのDPCHチャンネルと、基地局３０２２からのDPCHチャンネルを合成（RAKE受信）す
ることによるソフトハンドオフを実現するためである。
【０３７２】
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　その後、基地局制御局３０３は、図３４に示すように、ハンドオフ元の基地局３０２１

を経由して、携帯端末３０１に対して、ソフトハンドオフを指令するメッセージを送信す
る。携帯端末３０１は、基地局３０２１を経由して、基地局制御局３０３からのメッセー
ジを受信すると、ソフトハンドオフ状態に移行し、これにより、DPCHチャンネルについて
は、基地局３０２１からのDPCHチャンネルと、基地局３０２２からのDPCHチャンネルの両
方を受信し、その受信出力を合成するRAKE受信を行うようになる。
【０３７３】
　なお、ここでは、DPCHチャンネルをソフトハンドオフの対象としたが、その他、例えば
、DSCHチャンネルもソフトハンドオフの対象とすることが可能である。
【０３７４】
　ところで、基地局制御局３０３は、その他、携帯端末３０１による受信品質メッセージ
の報告頻度（報告周期）（携帯端末３０１から、その携帯端末３０１に通信サービスを提
供している基地局への受信品質メッセージの送信の頻度）の制御も行うようになっている
。この制御は、基地局制御局３０３から、携帯端末３０１に通信サービスを提供している
基地局を経由して、携帯端末３０１に対して行われる。
【０３７５】
　なお、受信品質メッセージの報告頻度の制御は、例えば、DPCHチャンネルを介して行わ
れる。但し、DSCHチャンネルを介して行うことも可能である。
【０３７６】
　携帯端末３０１がソフトハンドオフ状態にない場合、即ち、携帯端末３０１が、１つの
基地局のみから通信サービスの提供を受けている場合、基地局制御局３０３は、基本的に
は、受信品質メッセージの報告周期を、所定の長い周期にするように、即ち、例えば、受
信品質メッセージを、所定のフレーム数おきに送信するように、携帯端末３０１を制御す
る。
【０３７７】
　この場合、携帯端末３０１は、例えば、図１７に示したように、受信品質メッセージを
、所定のフレーム数おきに、携帯端末３０１に通信サービスを提供している基地局に送信
する。
【０３７８】
　一方、携帯端末３０１がソフトハンドオフ状態となった場合、即ち、携帯端末３０１が
、基地局３０２１と３０２２の両方から、通信サービスの提供を受ける状態となった場合
、基地局制御局３０３は、図３５に示すように、その基地局３０２１と３０２２それぞれ
を経由して、携帯端末３０１における受信品質メッセージの報告周期を設定する。
【０３７９】
　即ち、この場合、基地局制御局３０３は、基本的には、受信品質メッセージの報告頻度
を高頻度にするように、携帯端末３０１を制御する。これにより、携帯端末３０１は、図
１７に示したように、所定のフレーム数おきに送信していた受信品質メッセージを、例え
ば、図１５に示したように、フレームごとに、携帯端末３０１に通信サービスを提供して
いる基地局３０２１と３０２２に送信するようになる。
【０３８０】
　携帯端末３０１がソフトハンドオフ状態となった後、携帯端末３０１がさらに移動する
ことにより、携帯端末３０１における基地局３０２２からの電波の信号強度が強まるとと
もに、基地局３０２１からの電波の信号強度が弱まり、例えば、基地局３０２１からの電
波の信号強度が所定のレベル以下となると、基地局制御局３０３は、図３６に示すように
、ハンドオフ先の基地局３０２２に対して、DSCHチャンネルの各種のパラメータの設定を
指示する。基地局３０２２は、基地局制御局３０３の指示にしたがい、DSCHチャンネルの
パラメータの設定を行う。
【０３８１】
　さらに、基地局制御局３０３は、図３６に示すように、ハンドオフ元の基地局３０２１

と、ハンドオフ先の基地局３０２２をそれぞれ経由して、携帯端末３０１に対して、DSCH
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チャンネルのハンドオフを指令する。携帯端末３０１は、その指令にしたがい、DSCHチャ
ンネルの受信については、基地局３０２１のDSCHチャンネルから、基地局３０２２のDSCH
チャンネルに切り換える（ハンドオフする）。
【０３８２】
　その後、携帯端末３０１がさらに移動し、例えば、携帯端末３０１における基地局３０
２１からの電波の信号強度がさらに弱まると、基地局制御局３０３は、図３７に示すよう
に、基地局３０２１および３０２２に対して、基地局３０２１から３０２２へのハンドオ
フを指示するとともに、ハンドオフ元の基地局３０２１に対して、携帯端末３０１に割り
当てていたチャンネルその他のリソースの開放を指示する。これにより、基地局３０２１

は、携帯端末３０１に対する通信サービスの提供を停止し、携帯端末３０１に対しては、
基地局３０２２のみが通信サービスを提供する状態となる。
【０３８３】
　このように、携帯端末３０１がソフトハンドオフ状態でなくなると、基地局制御局３０
３は、図３８に示すように、受信品質メッセージの報告周期を、所定の長い周期にするよ
うに（または、元の周期に戻すように）、携帯端末３０１を制御する。これにより、携帯
端末３０１は、図１５に示したようにフレームごとに送信していた受信品質メッセージを
、例えば、図１７に示したように、所定のフレーム数おきに、携帯端末３０１に通信サー
ビスを提供している基地局３０２２に送信するようになる。
【０３８４】
　従って、携帯端末３０１がソフトハンドオフ状態となった場合には、例えば、図９の通
信システムにおける場合のように、受信品質メッセージと電力制御情報を用いた受信品質
の推定を行うことができなくても、フレームごとに、即ち、高頻度で送信される受信品質
メッセージのみを用いて、携帯端末３０１における受信品質を、比較的精度良く推定する
ことができる。
【０３８５】
　一方、携帯端末３０１がソフトハンドオフ状態でない場合には、所定のフレーム数おき
に、即ち、低頻度で送信される受信品質メッセージのみを用いて、即ち、受信品質メッセ
ージの送信に要するリソースを少なく抑えて、携帯端末３０１における受信品質を推定す
ることができる。さらに、この場合、図９の通信システムにおける場合のように、受信品
質メッセージと電力制御情報を用いた受信品質の推定を行うときには、携帯端末３０１に
おける受信品質を精度良く推定することができる。ここで、受信品質メッセージと電力制
御情報を用いた受信品質の推定を行う場合には、受信品質メッセージのみを用いた受信品
質の推定を行う場合に比較して、携帯端末３０１による受信品質メッセージの報告頻度を
低くしても、同精度または高精度の受信品質の推定が可能である。
【０３８６】
　次に、図３９は、上述したような、携帯端末３０１による受信品質メッセージの報告頻
度の設定等を行う基地局制御局３０３の構成例を示している。
【０３８７】
　通信Ｉ／Ｆ３１１は、基地局３０２１や３０２２との間の通信を制御する通信インタフ
ェースとしての機能を有し、基地局３０２１や３０２２から送信されてくるデータ等を受
信し、ソフトハンドオフ制御部３１２、ハンドオフ認識部３１３、または基地局情報記憶
部３１４に供給するとともに、ソフトハンドオフ制御部３１２または報告頻度制御部３１
５からのデータ等を、基地局３０２１や３０２２に送信する。
【０３８８】
　ソフトハンドオフ制御部３１２は、ハンドオフ認識部３１３から、携帯端末３０１にハ
ンドオフの必要性がある旨の判定結果を受信すると、ソフトハンドオフのための、上述し
たようなDPCHチャンネルやDSCHチャンネルのパラメータの設定等、ソフトハンドオフのた
めに必要な制御を、通信Ｉ／Ｆ３１１を介して、基地局３０２１や３０２２に対して行う
。
【０３８９】
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　ハンドオフ認識部３１３は、携帯端末３０１から、基地局３０２１や３０２２を介して
送信され、通信Ｉ／Ｆ３１１で受信された、携帯端末３０１における電波の信号強度を含
むメッセージに基づき、上述したように、携帯端末３０１のハンドオフの必要性を判定し
、その判定結果を、ソフトハンドオフ制御部３１２に供給する。また、ハンドオフ認識部
３１３は、携帯端末３０１がソフトハンドオフ状態にあるかどうかを、例えば、携帯端末
３０１における電波の信号強度を含むメッセージ等に基づいて認識（把握）し、その認識
結果を、報告頻度制御部３１５に供給する。
【０３９０】
　基地局情報記憶部３１４は、基地局３０２１や３０２２から送信され、通信Ｉ／Ｆ３１
１で受信された、基地局３０２１や３０２２が通信サービスを提供している携帯端末に関
する情報や、その他の基地局に関する基地局情報を記憶する。なお、基地局情報記憶部３
１４に記憶された基地局情報は、ソフトハンドオフ制御部３１２、ハンドオフ認識部３１
３、および報告頻度制御部３１５から参照することができるようになっており、ソフトハ
ンドオフ制御部３１２、ハンドオフ認識部３１３、および報告頻度制御部３１５は、基地
局情報記憶部３１４に記憶された基地局情報を、必要に応じて参照しながら、各種の処理
を行う。
【０３９１】
　報告頻度制御部３１５は、ハンドオフ認識部３１３からの、携帯端末３０１がソフトハ
ンドオフ状態にあるか否かの認識結果に基づき、携帯端末３０１による受信品質メッセー
ジの報告頻度（報告周期）を制御する報告頻度制御処理を行う。
【０３９２】
　以上のように構成される基地局制御局３０３では、基地局３０２１や３０２２から送信
されてくる基地局情報が、通信Ｉ／Ｆ３１１で受信され、基地局情報記憶部３１４に供給
されて記憶される。
【０３９３】
　また、通信Ｉ／Ｆ３１１では、携帯端末３０１から、基地局３０２１や３０２２を経由
して送信されてくる、携帯端末３０１における電波の信号強度等が受信され、ハンドオフ
認識部３１３に供給される。
【０３９４】
　ハンドオフ認識部３１３は、通信Ｉ／Ｆ３１１からの、携帯端末３０１における電波の
受信強度等から、ハンドオフの必要性を判定し、必要であると判定した場合、その旨の判
定結果を、ソフトハンドオフ制御部３１２に供給する。
【０３９５】
　ソフトハンドオフ制御部３１２は、ハンドオフ認識部３１３から、携帯端末３０１にハ
ンドオフの必要性がある旨の判定結果を受信すると、ソフトハンドオフのために必要な制
御を、通信Ｉ／Ｆ３１１を介して、基地局３０２１や３０２２に対して行う。
【０３９６】
　また、ハンドオフ認識部３１３は、携帯端末３０１がソフトハンドオフ状態にあるかど
うかを認識し、その認識結果を、報告頻度制御部３１５に供給する。
【０３９７】
　報告頻度制御部３１４は、ハンドオフ認識部３１３から、携帯端末３０１がソフトハン
ドオフ状態にある旨の認識結果を受信すると、携帯端末３０１による受信品質メッセージ
の報告頻度を高頻度に設定し、その旨を指示する指示情報を、通信Ｉ／Ｆ３１１を介し、
さらに、基地局３０２１または３０２２を経由して、携帯端末３０１に送信する。この場
合、携帯端末３０１では、受信品質メッセージの生成頻度が高頻度にされ、そのような高
頻度で、送信データに挿入される。その結果、携帯端末３０１は、受信品質メッセージを
、ソフトハンドオフ状態にない場合に比較して、高頻度で送信するようになる。
【０３９８】
　また、報告頻度制御部３１４は、ハンドオフ認識部３１３から、携帯端末３０１がソフ
トハンドオフ状態にない旨の認識結果を受信すると、携帯端末３０１による受信品質メッ
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セージの報告頻度を低頻度に設定し、その旨を指示する指示情報を、通信Ｉ／Ｆ３１１を
介し、さらに、基地局３０２１または３０２２を経由して、携帯端末３０１に送信する。
この場合、携帯端末３０１では、受信品質メッセージの生成頻度が低頻度にされ、そのよ
うな低頻度で、送信データに挿入される。その結果、携帯端末３０１は、受信品質メッセ
ージを、ソフトハンドオフ状態にある場合に比較して、低頻度で送信するようになる。
【０３９９】
　なお、上述の場合には、基地局制御局３０３において、携帯端末３０１がソフトハンド
オフ状態であるか否かによって、携帯端末３０１による受信品質メッセージの報告頻度を
制御する報告頻度制御処理を行うようにしたが、その他、報告頻度制御処理は、例えば、
基地局３０２１や３０２２のリソース（例えば、符号数や、電力、干渉量、基地局のハー
ドウェア資源、ソフトウェア資源、その他の通信資源）の状態に応じて行うことも可能で
ある。
【０４００】
　即ち、例えば、基地局が通信サービスを提供している携帯端末の数（基地局のセル内に
存在する携帯端末の数）や、干渉量が少ない等、リソースに空きがある場合には、受信品
質メッセージの報告頻度を、高頻度に設定することができる。また、例えば、基地局のセ
ル内に存在する携帯端末の数や、干渉量が多い等、リソースが飽和状態にある場合、ある
いは、干渉量を抑制したい場合には、受信品質メッセージの報告頻度を、低頻度に設定す
ることができる。
【０４０１】
　ここで、干渉量は、例えば、図４０に示すように、各基地局３０２１，３０２２，３０
２３，・・・から、基地局制御局３０３に送信させるようにすることで、基地局制御局３
０３において認識することができる。
【０４０２】
　また、各基地局３０２１，３０２２，３０２３，・・・のセル内に存在する携帯端末の
数は、例えば、基地局制御局３０３が各基地局に割り当てたDPCHチャンネルのチャンネル
数から認識することができ、この場合、基地局制御局３０３では、各基地局３０２１，３
０２２，３０２３，・・・から、特に情報を送信してもらわなくても、セル内に存在する
携帯端末の数（ユーザ数）を認識することができる。
【０４０３】
　次に、図４１のフローチャートを参照して、干渉量と、セル内に存在するユーザ数の両
方に応じて、携帯端末３０１による受信品質メッセージの報告頻度を制御する、図３９の
基地局制御局３０３による報告頻度制御処理について、さらに説明する。
【０４０４】
　この場合、基地局制御局３０３（図３９）の報告頻度制御部３１５では、図４１Ａと図
４１Ｂにそれぞれ示す報告頻度制御処理が並列して行われる。
【０４０５】
　即ち、基地局制御局３０３（図３９）の報告頻度制御部３１５は、基地局＃ｉから、通
信Ｉ／Ｆ３１１および基地局情報記憶部３１４を介して、干渉量を受信する。
【０４０６】
　ここで、干渉量には、様々な定義があるが、例えば、3GPP Technical Specification 2
5.215には、基地局送受信電力や、信号対干渉比、信号対干渉比誤差等が記載されている
。ここでは、干渉量として、例えば、信号対干渉比誤差を採用することとする。なお、信
号対干渉比誤差は、基地局において推定された受信品質と、基地局が提供する通信サービ
スの質を保証するために設定されている所定のFERが得られる受信品質（以下、適宜、基
準受信品質という）との差に相当を表し、その値が大きいほど、基地局において推定され
た受信品質が、基準受信品質より劣っているものとする。
【０４０７】
　図４１Ａの報告頻度制御処理では、報告頻度制御部３１５は、ステップＳ１０１におい
て、基地局＃ｉからの送信されてきた、そのセル内に存在する携帯端末の信号対干渉比誤
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差の総和を、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数で除算することにより、基地局＃ｉ
について、信号対干渉比誤差の平均値AvgError[i]を求め、ステップＳ１０２に進む。
【０４０８】
　ステップＳ１０２では、報告頻度制御部３１５は、基地局＃ｉの信号対干渉比誤差の平
均値AvgError[i]が、所定の閾値Th_SIR_Hより大（または以上）であるかどうかを判定す
る。
【０４０９】
　ステップＳ１０２において、基地局＃ｉの信号対干渉比誤差の平均値AvgError[i]が、
所定の閾値Th_SIR_Hより大であると判定された場合、即ち、基地局＃ｉにおける干渉量が
大きく、そのままでは、基地局＃ｉにおいて通信サービスの質を維持することが困難とな
るおそれがある場合、ステップＳ１０３に進み、報告頻度制御部４５は、干渉量の大小を
表す１ビットの干渉フラグs_flgに、干渉量が多いことを表す、例えば１をセットし、ス
テップＳ１０４に進む。
【０４１０】
　ステップＳ１０４では、報告頻度制御部３１５は、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯
端末による受信品質メッセージの報告頻度を、現在の頻度よりも低頻度にするように設定
し、その旨を指示する指示情報を、通信Ｉ／Ｆ３１１に送信させる。通信Ｉ／Ｆ３１１は
、報告頻度制御部３１５からの指示情報を、基地局＃ｉを経由して、その基地局＃ｉのセ
ル内に存在する携帯端末に送信する。これにより、携帯端末による受信品質メッセージの
報告頻度が低頻度になり、基地局＃ｉのリソースの使用量が抑制され、さらには、干渉量
が抑制される。
【０４１１】
　そして、基地局＃ｉから、新たな干渉量（ここでは、信号対干渉比誤差）が送信されて
くるのを待って、ステップＳ１０１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。
【０４１２】
　一方、ステップＳ１０２において、基地局＃ｉの信号対干渉比誤差の平均値AvgError[i
]が、所定の閾値Th_SIR_Hより大でないと判定された場合、ステップＳ１０５に進み、報
告頻度制御部３１５は、干渉フラグs_flgが１であるかどうかを判定する。
【０４１３】
　ステップＳ１０５において、干渉フラグs_flgが１でないと判定された場合、即ち、干
渉フラグs_flgが、干渉量が小さいことを表す、例えば０である場合、基地局＃ｉから、
新たな干渉量が送信されてくるのを待って、ステップＳ１０１に戻り、以下、同様の処理
が繰り返される。
【０４１４】
　従って、この場合は、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末による受信品質メッセー
ジの報告頻度は、現状のまま変更されない。
【０４１５】
　また、ステップＳ１０５において、干渉フラグs_flgが１であると判定された場合、即
ち、過去に行われたステップＳ１０３において干渉フラグs_flgが１とされ、その後、干
渉フラグs_flgが１のままの場合、ステップＳ１０６に進み、報告頻度制御部３１５は、
基地局＃ｉの信号対干渉比誤差の平均値AvgError[i]が、ステップＳ１０２における閾値T
h_SIR_Hよりも小さい閾値Th_SIR_Lより小さい（または以下である）かどうかを判定する
。
【０４１６】
　ステップＳ１０６において、基地局＃ｉの信号対干渉比誤差の平均値AvgError[i]が、
閾値Th_SIR_Lより小さくないと判定された場合、即ち、基地局＃ｉの信号対干渉比誤差の
平均値AvgError[i]が、ステップＳ１０２における閾値Th_SIR_Hよりも小さいが、閾値Th_
SIR_Lよりは小さくなく、従って、基地局＃ｉにおける干渉量が、それほど大きくはない
が、それでも、ある程度大きい場合、基地局＃ｉから、新たな干渉量が送信されてくるの
を待って、ステップＳ１０１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。
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【０４１７】
　従って、この場合も、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末による受信品質メッセー
ジの報告頻度は、現状のまま変更されない。
【０４１８】
　また、ステップＳ１０６において、基地局＃ｉの信号対干渉比誤差の平均値AvgError[i
]が、閾値Th_SIR_Lより小さいと判定された場合、即ち、基地局＃ｉにおける干渉量が少
ない場合、ステップＳ１０７に進み、報告頻度制御部３１５は、干渉フラグs_flgに、干
渉量が小さいことを表す０をセットし、ステップＳ１０８に進む。
【０４１９】
　ステップＳ１０８では、報告頻度制御部３１５は、基地局＃ｉのセル内に存在するユー
ザ数（携帯端末の数）の多少を表す１ビットのユーザ数フラグn_flgが、ユーザ数が少な
いことを表す、例えば０であるかどうかを判定する。
【０４２０】
　ここで、ユーザ数フラグn_flgが１の場合には、ユーザ数が多いことを表す。また、ユ
ーザ数フラグn_flgへの０または１のセットは、後述する図４１Ｂのフローチャートにし
たがった報告頻度制御処理によって行われる。
【０４２１】
　ステップＳ１０８において、ユーザ数フラグn_flgが０でないと判定された場合、即ち
、ユーザ数フラグn_flgが１であり、従って、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数が
少なくない場合（ユーザ数が多い場合か、またはそれほど多くはないが、それでもある程
度多い場合）、基地局＃ｉから、新たな干渉量が送信されてくるのを待って、ステップＳ
１０１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。
【０４２２】
　従って、この場合も、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末による受信品質メッセー
ジの報告頻度は、現状のまま変更されない。
【０４２３】
　また、ステップＳ１０８において、ユーザ数フラグn_flgが０であると判定された場合
、即ち、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数が少ない場合、ステップＳ１０９に進み
、報告頻度制御部３１５は、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末による受信品質メッ
セージの報告頻度を、現在の頻度よりも高頻度にするように設定し（例えば、過去に、ス
テップＳ１０４、または後述する図４１ＢのステップＳ１１３において、報告頻度が低頻
度にされた場合には、元の頻度に戻すように設定し）、その旨を指示する指示情報を、通
信Ｉ／Ｆ３１１に送信させる。通信Ｉ／Ｆ３１１は、報告頻度制御部３１５からの指示情
報を、基地局＃ｉを経由して、その基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末に送信する。
これにより、携帯端末による受信品質メッセージの報告頻度が高頻度になる。
【０４２４】
　そして、基地局＃ｉから、新たな干渉量が送信されてくるのを待って、ステップＳ１０
１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。
【０４２５】
　次に、図４１Ｂの報告頻度制御処理では、報告頻度制御部３１５は、ステップＳ１１１
において、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数Num_usr[i]が、所定の閾値Th_N_Hより
大（または以上）であるかどうかを判定する。
【０４２６】
　ステップＳ１１１において、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数Num_usr[i]が、所
定の閾値Th_N_Hより大であると判定された場合、即ち、基地局＃ｉのセル内に存在するユ
ーザ数が多く、そのままでは、基地局＃ｉにおけるリソースが飽和し、通信サービスの質
を維持することが困難となるおそれがある場合、ステップＳ１１２に進み、報告頻度制御
部４５は、ユーザ数フラグn_flgに、ユーザ数が多いことを表す１をセットし、ステップ
Ｓ１１３に進む。
【０４２７】
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　ステップＳ１１３では、報告頻度制御部３１５は、図４１ＡのステップＳ１０４におけ
る場合と同様に、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末による受信品質メッセージの報
告頻度を、現在の頻度よりも低頻度にするように設定し、その旨を指示する指示情報を、
通信Ｉ／Ｆ３１１に送信させる。通信Ｉ／Ｆ３１１は、報告頻度制御部３１５からの指示
情報を、基地局＃ｉを経由して、その基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末に送信する
。これにより、携帯端末による受信品質メッセージの報告頻度が低頻度になり、基地局＃
ｉのリソースの使用量が抑制される。
【０４２８】
　そして、ステップＳ１１１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。
【０４２９】
　一方、ステップＳ１１１において、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数Num_usr[i]
が、所定の閾値Th_N_Hより大でないと判定された場合、ステップＳ１１４に進み、報告頻
度制御部３１５は、ユーザ数フラグn_flgが１であるかどうかを判定する。
【０４３０】
　ステップＳ１１４において、ユーザ数フラグn_flgが１でないと判定された場合、即ち
、ユーザ数フラグn_flgが、セル内のユーザ数が少ないことを表す０である場合、ステッ
プＳ１１１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。
【０４３１】
　従って、この場合は、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末による受信品質メッセー
ジの報告頻度は、現状のまま変更されない。
【０４３２】
　また、ステップＳ１１４において、ユーザ数フラグn_flgが１であると判定された場合
、即ち、過去に行われたステップＳ１１２においてユーザ数フラグn_flgが１とされ、そ
の後、ユーザ数フラグn_flgが１のままの場合、ステップＳ１１５に進み、報告頻度制御
部３１５は、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数Num_usr[i]が、ステップＳ１１１に
おける閾値Th_N_Hよりも小さい閾値Th_N_Lより小さい（または以下である）かどうかを判
定する。
【０４３３】
　ステップＳ１１５において、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数Num_usr[i]が、閾
値Th_N_Lより小さくないと判定された場合、即ち、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ
数Num_usr[i]が、ステップＳ１１１における閾値Th_N_Hよりも少ないが、閾値Th_SIR_Lよ
りは少なくなく、従って、基地局＃ｉのセル内のユーザ数が、それほど多くはないが、そ
れでも、ある程度多い場合、ステップＳ１１１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される
。
【０４３４】
　従って、この場合も、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末による受信品質メッセー
ジの報告頻度は、現状のまま変更されない。
【０４３５】
　また、ステップＳ１１５において、基地局＃ｉのセル内に存在するユーザ数Num_usr[i]
が、閾値Th_N_Lより小さいと判定された場合、即ち、基地局＃ｉのセル内に存在するユー
ザ数が少ない場合、ステップＳ１１６に進み、報告頻度制御部３１５は、ユーザ数フラグ
n_flgに、ユーザ数が少ないことを表す０をセットし、ステップＳ１１７に進む。
【０４３６】
　ステップＳ１１７では、報告頻度制御部３１５は、基地局＃ｉにおける干渉量の大小を
表す干渉フラグs_flgが、干渉量が小さいことを表す０であるかどうかを判定する。
【０４３７】
　ステップＳ１１７において、干渉フラグs_flgが０でないと判定された場合、即ち、干
渉フラグs_flgが１であり、従って、基地局＃ｉにおける干渉量が小さくない場合（干渉
量が大きい場合か、またはそれほど大きくはないが、それでもある程度大きい場合）、ス
テップＳ１１１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。
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【０４３８】
　従って、この場合も、基地局＃ｉのセル内に存在する携帯端末による受信品質メッセー
ジの報告頻度は、現状のまま変更されない。
【０４３９】
　また、ステップＳ１１７において、干渉フラグs_flgが０であると判定された場合、即
ち、基地局＃ｉにおける干渉量が小さい場合、ステップＳ１１８に進み、報告頻度制御部
３１５は、図４１ＡのステップＳ１０９における場合と同様に、基地局＃ｉのセル内に存
在する携帯端末による受信品質メッセージの報告頻度を、現在の頻度よりも高頻度にする
ように設定し、その旨を指示する指示情報を、通信Ｉ／Ｆ３１１に送信させる。通信Ｉ／
Ｆ３１１は、報告頻度制御部３１５からの指示情報を、基地局＃ｉを経由して、その基地
局＃ｉのセル内に存在する携帯端末に送信する。これにより、携帯端末による受信品質メ
ッセージの報告頻度が高頻度になる。
【０４４０】
　そして、ステップＳ１１１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。
【０４４１】
　図４１の報告頻度制御処理によれば、干渉量が大きくなった場合や、セル内のユーザ数
が多くなった場合には、受信品質メッセージの報告頻度が低頻度にされる。そして、干渉
量が十分小さくなり、かつ、セル内のユーザ数が十分少なくなるまでは、受信品質メッセ
ージの報告頻度が、現状のまま維持され、干渉量が十分小さくなり、かつ、セル内のユー
ザ数が十分少なくなると、受信品質メッセージの報告頻度が高頻度にされる（元に戻され
る）。
【０４４２】
　なお、以上のような報告頻度制御処理は、例えば、フレームごとに、あるいは、数フレ
ームおきに行うことが可能である。
【０４４３】
　また、上述の場合には、受信品質メッセージの報告頻度を制御するようにしたが、モー
ド要求メッセージの報告頻度についても、同様の制御を行うことが可能である。
【０４４４】
　さらに、図４１の実施の形態では、干渉量の平均値AvgError[i]が閾値Th_SIR_Hより下
の場合、およびセル内のユーザ数Num_usr[i]が閾値Th_N_Hより大きい場合は、受信品質メ
ッセージの報告頻度が段々低頻度にされることとなるが、この報告頻度の切り換えは、例
えば、第１の頻度と、第１の頻度より低頻度の第２の頻度の２段階とすることが可能であ
る。これは、図４１の実施の形態において、ステップＳ１０４およびＳ１１３で、報告頻
度を第２の頻度に設定し、ステップＳ１０９およびＳ１１８で、報告頻度を第１の頻度に
設定することで実現可能である。
【０４４５】
　次に、図４２は、図２７の基地局１３１の他の構成例を示している。なお、図中、図２
８における場合と対応する部分については、同一の符号を付してあり、以下では、その説
明は適宜省略する。即ち、図４２の基地局１３１は、閾値制御部１５１が新たに設けられ
ている他は、図２８における場合と基本的に同様に構成されている。
【０４４６】
　閾値制御部１５１には、再送要求メッセージ抽出部１１１から、再送要求メッセージが
供給されるようになっている。閾値制御部１５１は、再送要求メッセージ抽出部１１１か
ら供給される再送要求メッセージに基づいて、モード設定部１４１が図３０のモード設定
処理において用いる閾値－ＴＨDOWNおよびＴＨUPを制御（補正）する。
【０４４７】
　即ち、図２８の基地局１３１では、モード設定部１４１が行う図３０のモード設定処理
において、閾値－ＴＨDOWNおよびＴＨUPとして、すべての携帯端末に対して、同一の値が
用いられるようになっている。
【０４４８】
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　しかしながら、すべての携帯端末が同一の受信特性を有している場合には、すべての携
帯端末に、同一の閾値－ＴＨDOWNおよびＴＨUPを用いても、効率的なデータ伝送が可能で
あるが、一般には、すべての携帯端末が同一の受信特性を有するとは限らない。従って、
受信特性が異なる携帯端末すべてについて、効率的なデータ伝送を実現するには、各携帯
端末の受信特性に対応した閾値－ＴＨDOWNおよびＴＨUPを用いて、図３０のモード設定処
理を行う必要がある。
【０４４９】
　そこで、図４２の基地局１３１では、閾値制御部１５１において、図３０のモード設定
処理で用いられる閾値－ＴＨDOWNおよびＴＨUPが、携帯端末１３１の受信特性に対応した
値に制御されるようになっている。
【０４５０】
　即ち、図４３は、閾値制御部１５１が行う閾値制御処理を示すフローチャートである。
【０４５１】
　この閾値制御処理は、復調部１９から再送要求メッセージ抽出部１１１に対して、フレ
ームが供給されるごとに行われる。
【０４５２】
　即ち、閾値制御処理では、まず最初に、ステップＳ６１において、閾値制御部１５１が
、再送要求メッセージ抽出部１１１から、再送要求メッセージを受信したかどうかを判定
する。
【０４５３】
　ステップＳ６１において、再送要求メッセージを受信したと判定された場合、閾値制御
部１５１は、ステップＳ６２，Ｓ６３に順次進み、データレートが高い変調符号化モード
が設定されにくくするために、閾値ＴＨUPを大きな値に補正するとともに、雑音耐久性が
高い変調符号化モードが設定されやすくするために、閾値ＴＨDOWNを小さな値に補正する
。
【０４５４】
　即ち、基地局１３１において、再送要求メッセージが受信されたということは、基地局
１３１から携帯端末１０１に送信されたデータに、十分な雑音耐久性がなかったことを表
すから、閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNを、データレートが高い変調符号化モード、つまり、
雑音耐久性が低い変調符号化モードが設定されにくく、かつ雑音耐久性が高い変調符号化
モードが設定されやすくなるように補正するのが望ましい。
【０４５５】
　そこで、ステップＳ６２では、閾値制御部１５１が、閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNの補正
量（以下、適宜、閾値補正量という）△ＴＨを、例えば、次式にしたがって求める。
【０４５６】
　　　△ＴＨ＝（１－α）×Ｄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（８）
【０４５７】
　ここで、αは、目標とする誤り率FERに対応する値で、０＜α＜１の範囲内の値である
。また、Ｄは、閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNを補正する補正量の基準となる値を表す。
【０４５８】
　ステップＳ６２において、閾値補正量△ＴＨが求められると、ステップＳ６３に進み、
閾値制御部１５１は、例えば、次式にしたがい、閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNを、閾値補正
量△ＴＨによって補正し、処理を終了する。
【０４５９】
　　　ＴＨUP＝ＴＨUP＋△ＴＨ
　　　ＴＨDOWN＝ＴＨDOWN－△ＴＨ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（９）
【０４６０】
　一方、ステップＳ６１において、再送要求メッセージを受信していないと判定された場
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合、閾値制御部１５１は、ステップＳ６４，Ｓ６５に順次進み、データレートが高い変調
符号化モードが設定されやすくするために、閾値ＴＨUPを小さな値に補正するとともに、
雑音耐久性が高い変調符号化モードが設定されにくくするために、閾値ＴＨDOWNを大きな
値に補正する。
【０４６１】
　即ち、基地局１３１において、再送要求メッセージが受信されなかったということは、
基地局１３１から携帯端末１０１に送信されたデータに、十分な雑音耐久性があり、より
高いデータレートでの送信が可能であることを表すから、閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNを、
雑音耐久性が高い変調符号化モード、つまり、データレートが低い変調符号化モードが設
定されにくく、かつデータレートが高い変調符号化モードが設定されやすくなるように補
正するのが望ましい。
【０４６２】
　そこで、ステップＳ６４では、閾値制御部１５１が、閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNの補正
量（閾値補正量）△ＴＨを、例えば、次式にしたがって求める。
【０４６３】
　　　△ＴＨ＝α×Ｄ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１０）
【０４６４】
　ステップＳ６４において、閾値補正量△ＴＨが求められると、ステップＳ６５に進み、
閾値制御部１５１は、例えば、次式にしたがい、閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNを、閾値補正
量△ＴＨによって補正し、処理を終了する。
【０４６５】
　　　ＴＨUP＝ＴＨUP－△ＴＨ
　　　ＴＨDOWN＝ＴＨDOWN＋△ＴＨ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１１）
【０４６６】
　なお、図４３の閾値制御処理は、各携帯端末ごとについて行われ、各携帯端末について
のモード設定処理（図３０）では、その携帯端末に対して、図４３の閾値制御処理で求め
られた閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNが用いられる。
【０４６７】
　次に、図４４は、閾値制御部１５１による閾値制御処理の他の実施の形態を示すフロー
チャートである。
【０４６８】
　図４４の実施の形態では、まず最初に、ステップＳ７１において、図４３のステップＳ
６１における場合と同様に、再送要求メッセージが受信されたかどうかが判定される。
【０４６９】
　ステップＳ７１において、再送要求メッセージが受信されたと判定された場合、ステッ
プＳ７２に進み、閾値制御部１５１は、再送要求メッセージが連続して送信されてきた回
数をカウントする変数countを１だけインクリメントし、ステップＳ７３に進む。
【０４７０】
　ステップＳ７３では、閾値制御部１５１が、変数countがＭより大であるかどうかを判
定する。ステップＳ７３において、変数countがＭより大であると判定された場合、ステ
ップＳ７４，Ｓ７５に順次進み、図４３のステップＳ６２，Ｓ６３における場合とそれぞ
れ同様の処理が行われ、処理を終了する。
【０４７１】
　また、ステップＳ７３において、変数countがＭより大でないと判定された場合、ステ
ップＳ７４およびＳ７５をスキップして、処理を終了する。
【０４７２】
　一方、ステップＳ７１において、再送要求メッセージが受信されなかったと判定された
場合、ステップＳ７６に進み、閾値制御部１５１は、変数countを０にリセットする。そ
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して、ステップＳ７７，Ｓ７８に順次進み、図４３のステップＳ６４，Ｓ６５における場
合とそれぞれ同様の処理が行われ、処理を終了する。
【０４７３】
　従って、図４４の実施の形態では、基地局１３１において、携帯端末１３１からの再送
要求メッセージが受信されなかった場合には、図４３における場合と同様の閾値ＴＨUPお
よびＴＨDOWNの補正が行われる。
【０４７４】
　一方、基地局１３１において、携帯端末１３１からの再送要求メッセージが受信された
場合には、再送要求メッセージを、Ｍ回以上連続して受信したときのみ、図４３における
場合と同様の閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNの補正が行われる。
【０４７５】
　即ち、図４４の実施の形態では、雑音耐久性が高い変調符号化モードが設定されやすく
なるような閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNの補正は、再送要求メッセージが、Ｍフレーム連続
して携帯端末１３１から送信されてきた場合のみ行われる。
【０４７６】
　なお、閾値ＴＨUPおよびＴＨDOWNの補正は、その他、例えば、再送要求メッセージの受
信頻度等に基づき、携帯端末１０１における誤り率FERや、再送後の残余誤り率を計算し
、この誤り率FERや残余誤り率に基づいて、携帯端末１０１において所定の受信品質が得
られるように行うことが可能である。
【０４７７】
　次に、上述した一連の処理は、ハードウェアにより行うこともできるし、ソフトウェア
により行うこともできる。一連の処理をソフトウェアによって行う場合には、そのソフト
ウェアを構成するプログラムが、汎用のコンピュータ等にインストールされる。
【０４７８】
　そこで、図４５は、上述した一連の処理を実行するプログラムがインストールされるコ
ンピュータの一実施の形態の構成例を示している。
【０４７９】
　プログラムは、コンピュータに内蔵されている記録媒体としてのハードディスク２０５
やＲＯＭ２０３に予め記録しておくことができる。
【０４８０】
　あるいはまた、プログラムは、フレキシブルディスク、CD-ROM(Compact Disc Read Onl
y Memory)，MO(Magneto optical)ディスク，DVD(Digital Versatile Disc)、磁気ディス
ク、半導体メモリなどのリムーバブル記録媒体２１１に、一時的あるいは永続的に格納（
記録）しておくことができる。このようなリムーバブル記録媒体２１１は、いわゆるパッ
ケージソフトウエアとして提供することができる。
【０４８１】
　なお、プログラムは、上述したようなリムーバブル記録媒体２１１からコンピュータに
インストールする他、ダウンロードサイトから、ディジタル衛星放送用の人工衛星を介し
て、コンピュータに無線で転送したり、LAN(Local Area Network)、インターネットとい
ったネットワークを介して、コンピュータに有線で転送し、コンピュータでは、そのよう
にして転送されてくるプログラムを、通信部２０８で受信し、内蔵するハードディスク２
０５にインストールすることができる。
【０４８２】
　コンピュータは、CPU(Central Processing Unit)２０２を内蔵している。CPU２０２に
は、バス２０１を介して、入出力インタフェース２１０が接続されており、CPU２０２は
、入出力インタフェース２１０を介して、ユーザによって、キーボードや、マウス、マイ
ク等で構成される入力部２０７が操作等されることにより指令が入力されると、それにし
たがって、ROM(Read Only Memory)２０３に格納されているプログラムを実行する。ある
いは、また、CPU２０２は、ハードディスク２０５に格納されているプログラム、衛星若
しくはネットワークから転送され、通信部２０８で受信されてハードディスク２０５にイ
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ンストールされたプログラム、またはドライブ２０９に装着されたリムーバブル記録媒体
２１１から読み出されてハードディスク２０５にインストールされたプログラムを、RAM(
Random Access Memory)２０４にロードして実行する。これにより、CPU２０２は、上述し
たフローチャートにしたがった処理、あるいは上述したブロック図の構成により行われる
処理を行う。そして、CPU２０２は、その処理結果を、必要に応じて、例えば、入出力イ
ンタフェース２１０を介して、LCD(Liquid Crystal Display)やスピーカ等で構成される
出力部２０６から出力、あるいは、通信部２０８から送信、さらには、ハードディスク２
０５に記録等させる。
【０４８３】
　ここで、本明細書において、コンピュータに各種の処理を行わせるためのプログラムを
記述する処理ステップは、必ずしもフローチャートとして記載された順序に沿って時系列
に処理する必要はなく、並列的あるいは個別に実行される処理（例えば、並列処理あるい
はオブジェクトによる処理）も含むものである。
【０４８４】
　また、プログラムは、１のコンピュータにより処理されるものであっても良いし、複数
のコンピュータによって分散処理されるものであっても良い。さらに、プログラムは、遠
方のコンピュータに転送されて実行されるものであっても良い。
【０４８５】
　なお、本実施の形態においては、本発明を、W-CDMA方式による無線通信を行うシステム
に適用した場合について説明したが、本発明は、W-CDMA方式以外の通信方式にも適用可能
である。また、本発明は、無線通信の他、有線通信にも適用可能である。さらに、本発明
が適用される端末は、携帯型のものに限定されるものではない。
【０４８６】
　また、携帯端末に対して、DSCHチャンネル（図１０（Ｂ））が割り当てられていない場
合、即ち、携帯端末と基地局との間で交信が行われていない場合には、携帯端末から基地
局への受信品質メッセージやモード要求メッセージの送信頻度を低くし、逆に、携帯端末
に対して、DSCHチャンネルが割り当てられている場合、即ち、携帯端末と基地局との間で
交信が行われている場合には、携帯端末から基地局の受信品質メッセージやモード要求メ
ッセージの送信頻度を高くするようにすることが可能である。
【符号の説明】
【０４８７】
　１,１１,１２,１３　携帯端末，　２　基地局，　１１　分配部，　１２,１２１乃至１
２Ｎ　バッファ，　１３　選択部，　１４　適応変調符号化部，　１５　拡散部，　１６
　送受信部，　１７　アンテナ，　１８　逆拡散部，　１９　復調部，　２０　受信品質
ビット抽出部，　２１　受信品質判定部，　２２　制御部，　３１　スイッチ，　３２Ａ
乃至３２Ｃ　符号化器，　３３Ａ乃至３３Ｂ　変調器，　３４　スイッチ，　４１　アン
テナ，　４２　送受信部，　４３　逆拡散部，　４４　復調部，　４５　制御データ分離
部，　４６　復号部，　４７　制御データ復号部，　４８　制御部，　４９　データ復調
復号部，　５０　受信品質推定部，　５１　受信品質ビット挿入部，６１,６１１,６１２

,６１３　携帯端末，　６２　基地局，　７１　個別パイロット分離部，　７２　受信品
質推定部，　７３　電力制御ビット生成部，　７４　電力制御ビット挿入部，　８１　電
力制御ビット抽出部，　８２　電力調整部，　８３　電力制御ビットバッファ，　８４　
積算部，　８５　受信品質判定部，　９１　モード割り当て部，　９２1乃至９２N　平均
部，　９３1乃至９３N　演算器，　９４　リソース割り当て部，　１０１,１０１１,１０
１２,１０１３　携帯端末，　１０２　基地局，　１１１　再送要求メッセージ抽出部，
　１１２　モード要求メッセージ抽出部，　１１３　モード設定部，　１１４　制御部，
　１１５　再送バッファ，　１２１　誤り検出部，　１２２　再送要求メッセージ生成部
，　１２３　再送要求メッセージ挿入部，　１２４　モード要求メッセージ挿入部，　１
２５　モード選択部，　１３１　基地局，　１４１　モード設定部，　１５１　閾値制御
部，　３０１　携帯端末，　３０２１，３０２２　基地局，　３０３　基地局制御局，　
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３１１　通信Ｉ／Ｆ，　３１２　ソフトハンドオフ制御部，　３１３　ハンドオフ認識部
，　３１４　基地局情報記憶部，　３１５　報告頻度制御部
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